
  

  

【表紙】   

【提出書類】 有価証券報告書 

【根拠条文】 証券取引法第24条第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成18年６月29日 

【事業年度】 第32期(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

【会社名】 株式会社 王将フードサービス 

【英訳名】 OHSHO FOOD SERVICE CORP. 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長  大 東 隆 行 

【本店の所在の場所】 京都市山科区西野山射庭ノ上町294番地の１ 

(注) 上記は、登記上の本店所在地であり、本社事務は、下記の最寄りの連絡場所で行っております。 

【最寄りの連絡場所】 京都市山科区西野山射庭ノ上町237番地 

【電話番号】 075(592)1411(代表) 

【事務連絡者氏名】 専務取締役経営企画部長  鈴 木 和 久 

【縦覧に供する場所】 株式会社大阪証券取引所 

   (大阪市中央区北浜一丁目８番16号) 



第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 
  

回次 第28期 第29期 第30期 第31期 第32期 
決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月

(1) 連結経営指標等       

売上高 (百万円) 39,739 38,574 39,402 43,217 45,791

経常利益 (百万円) 3,654 3,898 3,984 4,625 5,009

当期純利益 
又は当期純損失(△) 

(百万円) △2,897 990 1,209 654 1,372

純資産額 (百万円) 21,373 22,065 20,699 20,818 22,128

総資産額 (百万円) 60,057 58,870 55,584 48,572 47,272

１株当たり純資産額 (円) 919.93 949.92 896.75 907.39 966.34

１株当たり当期純利益 
又は当期純損失(△) 

(円) △138.06 42.63 52.15 28.47 59.85

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

(円) ― 41.26 ― 28.44 59.62

自己資本比率 (％) 35.6 37.5 37.2 42.9 46.8

自己資本利益率 (％) ― 4.6 5.7 3.2 6.4

株価収益率 (倍) ― 14.1 14.9 49.6 34.1

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 4,478 6,251 4,657 4,386 6,289

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 233 578 △490 △2,063 △2,962

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △8,809 △3,277 △4,119 △7,116 △3,625

現金及び現金同等物 
の期末残高 

(百万円) 4,114 7,667 7,715 2,921 2,624

従業員数 (名) 
1,053 
(3,177)

1,092
(2,986)

1,168
(3,040)

1,227 
(3,445)

1,326
(3,612)

(2) 提出会社の経営指標等     

売上高 (百万円) 39,174 38,043 38,914 42,710 45,454

経常利益 (百万円) 3,641 3,898 3,983 4,632 5,031

当期純利益 
又は当期純損失(△) 

(百万円) △2,906 990 1,270 705 1,365

資本金 (百万円) 8,166 8,166 8,166 8,166 8,166

発行済株式総数 (千株) 23,286 23,286 23,286 23,286 23,286

純資産額 (百万円) 21,296 21,988 20,683 20,853 22,146

総資産額 (百万円) 59,957 58,772 55,870 48,571 47,289

１株当たり純資産額 (円) 916.61 946.60 896.05 908.89 967.12

１株当たり配当額 
(内１株当たり 
中間配当額) 

(円) 
10.00 

(―) 

15.00

(―)

15.00

(―)

15.00 

(―) 

25.00

(―)

１株当たり当期純利益 
又は当期純損失(△) 

(円) △138.49 42.63 54.79 30.67 59.57

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

(円) ― 41.26 ― 30.65 59.34

自己資本比率 (％) 35.5 37.4 37.0 42.9 46.8

自己資本利益率 (％) ― 4.6 6.0 3.4 6.4

株価収益率 (倍) ― 14.1 14.2 46.1 34.2

配当性向 (％) ― 35.2 27.4 48.9 42.0

従業員数 (名) 
1,053 
(3,174) 

1,092
(2,983)

1,168
(3,040)

1,227 
(3,445)

1,250
(3,610)



(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 提出会社は、平成14年１月29日付第三者割当増資を行っております。 

３ 提出会社の第32期の１株当たり配当額25円には、市場第一部上場記念配当５円を含んでおります。 

４ 従業員数の( )は外書でパートタイマー(１日８時間勤務として計算した期中平均人数)等の臨時従業員数を記載しており

ます。 

５ 従業員数のうち、王将餃子(大連)餐飲有限公司の従業員数については、平成17年12月31日現在の従業員数を記載しており

ます。 

６ 第28期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益、自己資本利益率、株価収益率及び配当性向については、当期純損失のた

め記載しておりません。 

７ 第30期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

  



２ 【沿革】 

  

年月 概要

昭和49年７月 京都市東山区山科竹鼻ノ街道81番地に資本金５百万円をもって株式会社王将チェーンを設立。 

  直営店15店舗、フランチャイズ加盟店(以下ＦＣ店という。)３店舗を個人営業組織より継ぐ。 

  「早く、うまく、安く」を営業方針に掲げる。

昭和52年９月 京都市山科区西野山射庭ノ上町294番地の１に本店を移転。

昭和53年３月 ロードサイド(幹線道路沿い)立地型店舗として、京都市伏見区に国道大手筋店を出店。 

昭和53年５月 直営店35店、ＦＣ店15店、合計50店舗となる。

昭和53年12月 東京都新宿区に関東地区での直営１号店(新宿店)を出店。

昭和54年２月 東京都新宿区に東京支店(現東京地区本部)を設置。

昭和54年６月 京都市山科区西野山射庭ノ上町237番地に本社を移転。

昭和54年７月 名古屋市瑞穂区に中部地区での直営１号店(新瑞橋店)を出店。

昭和55年５月 直営店81店、ＦＣ店67店、合計148店舗となる。

昭和55年７月 「株式会社餃子の王将チェーン」に商号変更。

昭和55年９月 福岡市中央区に九州支店(現九州地区本部)を設置。

昭和55年10月 千葉県船橋市に船橋工場を設置。 

昭和55年11月 福岡市早良区に九州地区での直営１号店(西新店)を出店。

昭和56年４月 福岡市東区に九州工場を設置。同所に九州支店(現九州地区本部)を移転。

昭和56年５月 直営店101店、ＦＣ店103店、合計204店舗となり、ＦＣ店の充実を図る。

昭和60年５月 直営店146店、ＦＣ店157店、合計303店舗となる。

昭和60年12月 王将食品株式会社、株式会社王将商事、株式会社ビーピーエーシステム餃子館の三社を吸収合併

  し、城南宮工場及び西野山工場を取得。

昭和62年１月 大阪府豊中市にすし専門店豊中寿し店(現くるくる寿司豊中店)を出店し、和食部門に進出。 

昭和62年２月 神戸市北区にいけす料理専門店錦海店(現海老家)を出店。

平成元年10月 香川県木田郡に四国地区の１号店として、ＦＣ店(高松店)を出店。

平成２年12月 「株式会社王将フードサービス」に商号変更。

平成５年３月 当社株式を店頭売買銘柄として日本証券業協会に登録。

平成６年９月 直営店175店、ＦＣ店225店、合計400店舗となる。

平成７年１月 大阪証券取引所(市場第二部)及び京都証券取引所に上場。

平成７年８月 子会社として株式会社キングランド設立。

平成８年10月 久御山新工場が稼働し、城南宮工場を統合する。

平成12年６月 東京都千代田区に東京地区本部を移転。

平成17年１月 株式会社キングランドの子会社として中国遼寧省に大連餃子的王将餐飲有限公司(現王将餃子(大

  連)餐飲有限公司、連結子会社)設立。

平成17年７月 中国遼寧省大連市に国外での直営１号店(開発区店)を出店。

平成17年12月 株式会社キングランド解散。 

平成18年３月 大阪証券取引所(市場第一部)に上場。

  直営店305店、ＦＣ店184店、合計489店舗(連結子会社も含む)となる。



３ 【事業の内容】 

当社グループが営んでおります主な事業内容と関係会社の当該事業に係る位置付けは次のとおりであります。 

中華事業 

当社は、中華料理を主体にした直営レストランチェーンの運営及びフランチャイズ加盟店等への中華食材等の販

売を行っております。 

子会社王将餃子(大連)餐飲有限公司は、中国における中華レストランの運営を行っております。 

  

その他事業 

当社は、和食専門店の運営を行っております。 

  

上記の事項を事業系統図により示すと、次のとおりであります。 

 

  



４ 【関係会社の状況】 

連結子会社 

  

当期中に株式会社キングランドの清算を結了しております。 

(注) １ 特定子会社に該当しません。 

２ 有価証券届出書又は有価証券報告書の提出は行っておりません。 

  

５ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成18年３月31日現在 

(注) １ 従業員数は就業人員であります。 

２ 従業員数欄の(外書)はパートタイマー(１日８時間勤務として計算した期中平均人員)等の臨時従業員数であります。 

３ 従業員数のうち、王将餃子(大連)餐飲有限公司の従業員数については、平成17年12月31日現在の従業員数を記載しており

ます。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成18年３月31日現在 

(注) １ 従業員数欄の(外書)は就業人員であり、パートタイマー(１日８時間勤務として計算した期中平均人員)等の臨時従業員数

であります。 

２ 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

  

(3) 労働組合の状況 

当社グループの労働組合は、提出会社に平成７年６月８日に結成されたＵＩゼンセン同盟に属するＵＩゼンセン

同盟餃子の王将ユニオンがあります。 

なお、労使関係については円滑な関係にあり、特記すべき事項はありません。 

  

名称 住所 資本金 
(百万円) 

主要な事業
の内容 

議決権の所
有割合(％)

役員の
兼任(人) 資金援助 営業上の取引 

王将餃子(大連)餐飲 
有限公司 中国遼寧省 130 中華レストラ

ンの運営 100 兼任 ５ ― ― 

区分 従業員数(名)

店舗     

  中華専門店 1,194 (3,453) 

  和食専門店 5 (16) 

工場 39 (84) 

本社スタッフ等 88 (59) 

合計 1,326 (3,612) 

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円) 

1,250(3,610) 28.7 6.8 4,929



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 
(1) 業績 
当連結会計年度における我が国経済は、個人消費が堅調に推移し、企業収益の改善を背景に設備投資が増加する
など、民間需要に支えられて景気の回復傾向が徐々に見えてきました。 
外食業界におきましても、個人消費の活発化により顧客が外食を利用する機会が増え、特に下半期はその傾向が
強まりました。 
このような環境の下で当社グループは、持続的な差別化を図るため、第一に品質・価格ともに他社に追随を許さ
ない「餃子」をコアメニューとして品質向上に取り組み、第二に各店舗ごとに裁量権を与え、地域や客層に合わせ
て柔軟にメニューを組み立てることを可能にすることで、常にお客様のニーズに応えるよう取り組んでまいりまし
た。更に、創業時より行ってまいりました持ち帰りサービスにも注力し、近年著しい中食市場の拡大にも柔軟に対
応しております。 
店舗展開の状況につきましては、当期の出店計画に基づき、関東、関西地区を中心に直営21店、フランチャイズ
(以下ＦＣという)14店の新規出店、直営からＦＣへ１店を移行し、直営６店、ＦＣ15店の閉鎖がありました。これ
により期末店舗数は、直営305店(うちＬＳ［委託ライセンスシステム］６店)、ＦＣ184店(うち委託ＦＣ６店)とな
りました。また、新規出店だけでなく、既存店の改装にも新規出店並みの設備投資を行うなど力を入れ、新しい顧
客の開拓に効果を上げることが出来ました。 
以上のような事業展開に努めた結果、売上高は、前年同期に比べて25億74百万円(6.0％)の増収で457億91百万円
となりました。また、既存店売上高も前年同期に比べて2.7％の増収となり、28ヶ月連続で前年同月対比プラスを達
成しました。 
営業利益は、主要食材の仕入価格が安定的に推移したことやコストダウンへの取り組みの効果もありましたが、
新規出店及び既存店改装に伴う販促費などの増加により、前年同期に比べて11百万円(0.2％)増加し、52億51百万円
となりました。 
経常利益は、有利子負債の圧縮や金利の見直しによる支払利息の減少により、前年同期に比べて３億83百万円
(8.3％)増加し、50億９百万円となりました。 
当期純利益は、子会社の事業撤退損等の特別損失を計上し、連結納税制度の離脱による税金負担もありました
が、減損損失が大幅に減少したことにより、前年同期に比べて７億17百万円(109.7％)増加し、13億72百万円となり
ました。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 
当連結会計年度における現金及び現金同等物(以下「資金」という)は、前連結会計年度末に比べて２億97百万円
減少し、26億24百万円となりました。 
また、中長期的な資金調達基盤の安定化と効率化を図るため、平成17年12月26日に当社取引銀行によるシンジケ
ート団との間で総額50億円の長期３年間コミットメントライン契約を締結しております。 
なお、平成18年３月31日現在、実行残高はありません。 
当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりです。 

  

① 営業活動によるキャッシュ・フロー 
営業活動の結果得られた資金は前年同期より19億３百万円増加し、62億89百万円(前年同期比43.4％増)となり
ました。これは、法人税等の支払が11億72百万円減少しているのが主要因です。 
主な内訳は、税金等調整前当期純利益41億86百万円に減価償却費16億42百万円及び事業撤退損７億４百万円等
を加えた額から法人税等の８億57百万円等を減じた額であります。 

  

② 投資活動によるキャッシュ・フロー 
投資活動の結果使用した資金は、29億62百万円(前年同期比43.6％増)となりました。主な内訳は有形固定資産
の取得29億83百万円、投資有価証券の取得13億２百万円等による支出及び投資不動産の売却収入８億60百万円、
貸付金の回収５億39百万円等によるものです。 

  

③ 財務活動によるキャッシュ・フロー 
財務活動の結果使用した資金は36億25百万円(前年同期比49.1％減)となりました。主な内訳は、借入金の純返
済27億９百万円、社債の償還13億95百万円及び配当金の支払３億44百万円等による支出及び社債の発行８億93百
万円等による収入であります。 



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当連結会計年度における生産実績は、すべて中華事業に係るものであり、主な品目を示すと次のとおりでありま

す。 

  

(注) １ 製造原価額で記載しております。 

２ 上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 商品仕入実績 

  

(注) 上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

  

(3) 受注実績 

当社グループは飲食業で、見込生産によっておりますので、受注高及び受注残高について記載すべき事項はあり

ません。 

  

(4) 販売実績 

①形態別販売実績 

  

(注) １ 直営店は、直営店舗での中華料理等の販売高であり、フランチャイズ加盟店は、当社からの中華食材等の販売高でありま

す。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

品目 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

生産高(百万円) 前年同期比(％)

麺類 482 3.1 

餃子の皮 463 5.3 

餃子の具 2,294 9.3 

スライス豚肉 417 12.0 

品目 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

仕入高(百万円) 前年同期比(％)

酒類 1,611 10.7 

清涼飲料水等 332 0.3 

合計 1,943 8.8 

区分 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

店舗数(店) 金額(百万円) 前年同期比(％) 

中華専門店   

 直営店 302 41,014 7.0 

 フランチャイズ加盟店 184 4,518 △1.5 

小計 486 45,532 6.1 

その他 
(主として直営和食専門店) 

3 259 △9.5 

合計 489 45,791 6.0 



② 地域別販売実績 

  

地域別 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

店舗数(店) 売上高(百万円) 前年同期比(％) 

(中華専門店) 
直営店   

京都府 31 5,253 5.4 

大阪府 77 10,584 9.6 

兵庫県 29 3,922 8.6 

滋賀県 12 2,178 4.4 

奈良県 11 1,660 2.0 

和歌山県 4 746 7.3 

東京都 26 3,340 5.1 

埼玉県 10 1,132 15.0 

千葉県 15 1,692 7.8 

神奈川県 15 2,018 3.8 

群馬県 6 578 19.3 

栃木県 1 8 ― 

愛知県 18 2,615 3.5 

岐阜県 10 1,191 4.2 

三重県 6 894 8.5 

静岡県 3 353 △2.2 

富山県 1 85 ― 

石川県 3 402 14.9 

福井県 2 207 1.2 

岡山県 1 103 1.9 

広島県 5 511 0.3 

山口県 2 220 △4.0 

香川県 1 90 10.9 

福岡県 10 1,088 2.6 

熊本県 1 100 △17.4 
中国遼寧省 2 33 ― 

小計 302 41,014 7.0 

フランチャイズ加盟店   
京都府 21 284 3.7 

大阪府 54 1,392 △3.4 

兵庫県 45 1,234 △1.1 

滋賀県 8 206 △3.1 

奈良県 2 77 3.6 

和歌山県 1 20 △50.0 

東京都 5 101 △7.7 

千葉県 1 11 △4.5 

愛知県 15 375 2.4 

岐阜県 3 115 △1.1 

三重県 5 143 1.1 

静岡県 1 24 102.9 

富山県 1 58 △10.0 

石川県 1 44 △10.1 

福井県 4 108 △1.6 

岡山県 7 105 11.0 

広島県 2 33 38.0 

鳥取県 2 60 11.6 

山口県 1 26 △2.3 

徳島県 1 31 △24.0 

愛媛県 ― 10 △43.4 
福岡県 4 51 3.5 

小計 184 4,518 △1.5 
合計 486 45,532 6.1 



  

(注) １ 複数の地域にまたがって、店舗展開をしているフランチャイズ加盟店については、全店舗の販売金額を当該フランチャイ

ズ加盟店の本店所在地に含めて表示してあります。 

２ 直営店は、直営店舗での中華料理等の販売高であり、フランチャイズ加盟店は、当社からの中華食材等の販売高でありま

す。 

３ 上記金額に、消費税等は含まれておりません。 

４ 店舗数は、期末現在のものであります。 

  

地域別 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

店舗数(店) 売上高(百万円) 前年同期比(％) 

(その他)   

兵庫県 1 72 △21.8 

大阪府 1 32 △11.0 

京都府 ― 12 △17.0 
滋賀県 1 141 △0.4 

小計 3 259 △9.5 
総合計 489 45,791 6.0 



３ 【対処すべき課題】 

当社グループは、これまで以上に経営の合理化・コスト管理に注力し、食の安全性、衛生面に万全を期し、店舗営

業力増強のための教育研修体制の強化、新規出店と既存店の改装投資等の実施を経営課題としております。 

また、自然災害などの緊急事態が発生した場合に備え、安定的な食材の確保と店舗への供給体制の強化、店舗にお

ける防災体制の強化などにも取り組む一方、環境問題についても食品リサイクル法、健康増進法等への法対応にも積

極的に取り組んでまいります。 

  

４ 【事業等のリスク】 

有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可

能性のある事項には、以下のようなものがあります。 

なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。 

(1) 食材について 

食材につきましては、狂牛病や鳥インフルエンザ及び残留農薬等に代表されるように、その安全性が疑われる問

題が生じた場合、需給関係に変動が生じることも予想され、以前にも増して良質で安全な食材の確保が外食業界の

重要課題となってきております。 

一昨年秋の度重なる台風上陸による野菜価格の高騰に代表されるように、食材の産地に災害が発生した場合、材

料価格の上昇や食材の安定的な確保に問題が生じることも予想されます。 

さらに、食材の安全性が疑われる問題が生じた場合、食材価格が大幅に上昇した場合、または食材の安定的な確

保に支障が生じた場合等には、当社の業績に影響を与える可能性があります。 

当社におきましても食材の安全性及び安定的な確保に向けてこれまで以上に取り組んでまいります。 

  

(2) 出店戦略について 

当社は年間20店舗程度の新規出店を行い、関西地域をはじめ関東、東海地区へ出店を加速させております。 

出店にあたりましては、店舗の収益性を最重要視して賃借料等の出店条件及び周辺の立地特性等を勘案して決定

しております。 

しかしながら、希望する出店予定地が確保できない等の要因により計画通りに新規出店が進まない場合、当社の

業績に影響を与える可能性があります。 

  

(3) 食品の衛生管理について 

当社は自社工場でのセントラルキッチンシステムを確立しており、食材等の一括仕入れ及び餃子等の一次加工を

してその日のうちに各店舗に配送する方式をとっております。 

工場ならびに店舗においては、厳格な品質管理及び衛生管理を実施しておりますが、工場及び店舗に於いて食品

衛生に関する問題が生じた場合や、社会一般的な衛生問題が発生した場合、当社の業績に影響を与える可能性があ

ります。 

  

(4) 自然災害について 

食材の産地に台風や地震などの自然災害が発生した場合、食材価格が大幅に上昇し、食材の安定的な確保に支障

が生じる可能性があります。 

また、近畿圏や首都圏など店舗が集中している地域において台風による水害や大型の地震が発生した場合、店舗

の損傷や電気・ガス・水道などの供給不足、交通網の麻痺等により食材の仕入及び店舗への供給が著しく損なわれ

るなど、店舗の営業が妨げられる可能性があります。 

以上のような自然災害が発生した場合、当社の業績に影響を与えられる可能性があります。 



５ 【経営上の重要な契約等】 

フランチャイズ加盟店(ＦＣ店)等との間で、飲食店として当社の指導のもとに継続して営業することを目的とし、

次のとおり契約を締結しております。 

(ニ)加盟料、保証金等 

  

(注) １ 当社従業員が独立してフランチャイズ加盟店となった場合については、加盟料は免除されます。 

２ 広告分担金は月額であります。 

３ 上記の他、契約に基づく営業手数料を、また、当社より配達する食材運送費の分担金として、店舗の規模別、地域別に運

送費を徴収しております。 

４ 上記の他、一部契約店舗より、改装費を毎月預かっております。 

  

(ホ)契約期間、契約の更新等 

  

６ 【研究開発活動】 

該当事項はありません。 

  

(イ)契約の名称 フランチャイズ基本契約又は営業委託契約 

(ロ)契 約 者 フランチャイズ加盟店等 

(ハ)契約の本旨 当社の許諾による飲食チェーン店経営のために食材、資材等の指定品目の購入義

務を伴うフランチャイズ契約関係を形成すること。 

区分 店舗面積 加盟料(千円) 保証金(千円) 広告分担金(千円) 

小型店 100㎡以下 1,500 1,000 20～40 

中型店 101～200㎡ 2,000 2,000 40～80 

大型店 201㎡以上 2,500 3,000 50～100 

契約の期間 フランチャイズ基本契約は契約日より満20年、営業委託契約は契約日より

３年間 

契約更新の条件 契約日より３年間ごとに期間満了３か月前までに当社又は加盟店のいずれ

か一方からの異議がない場合 

契約更新料 300～800千円 



７ 【財政状態及び経営成績の分析】 

(1) 重要な会計方針及び見積り 

当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されて

おります。この連結財務諸表の作成にあたっては、決算日における資産・負債の報告数値及び偶発資産・負債の開

示、ならびに報告期間における収入・費用の報告数値に影響を与える見積り等を行なっております。 

  

(2) 当連結会計年度の経営成績の分析 

当連結会計年度におきましては、売上高は新規出店効果及び直営店の既存店売上高の増加により前年同期に比べ

25億74百万円増加し、457億91百万円となりました。 

営業利益は前年同期に比べ11百万円増加の52億51百万円となりました。これは、売上高の増加による増収効果、

主要食材の仕入価格が安定的に推移したこと及びコストダウンへの取り組みの効果が、新規出店及び既存店改装に

伴う販促費などの増加等の減益効果を吸収したこと等によるものであります。 

経常利益は有利子負債の圧縮や金利の見直しによる支払利息の減少により、前年同期に比べ３億83百万円増加の

50億９百万円となりました。 

当期純利益は、子会社の事業撤退損等の特別損失や連結納税制度の離脱による税金負担がありましたが、減損損

失が大幅に減少したことにより、前年同期に比べ７億17百万円増加し、13億72百万円となりました。 

  

(3) 現状の戦略と今後の見通し 

現状の戦略といたしましては、当社グループは創業以来主力商品に「ぎょうざ」を据え「より美味しく、より安

く、よりスピーディー」をコンセプトとした“餃子の王将”の単一業態にこだわり進化させ、同時に基礎を着実に

固め、ゆるがない体制づくりを図ってまいりました。独自のセントラルキッチンシステムを確立し、一括大量仕入

れと集中一次加工により大幅なコストダウンを可能にすると同時に、直営店の経営のみではなくＦＣ店への食材等

の販売を行うことにより収益力の強化を図ってまいりました。 

また外食産業の業績を支えるポイントは店長及び店舗スタッフだと考え、セントラルキッチンでの一次加工は限

定されたアイテムに絞り、あくまでも店舗での手作りにこだわり、一般的な外食チェーン店よりも正社員比率を高

くし、店長、調理スタッフ、パート・アルバイトの店舗運営に対するモチベーションが高まる教育・評価体系を確

立してまいりました。その一方、店舗に裁量権を与えることで、各店舗が地域や客層に合わせた施策を組み立て、

常にお客様のニーズに柔軟に対応する取り組みをしてまいりました。 

今後の見通しにつきましては、“餃子の王将”の単一業態にこだわりつつ、「持続的な差別化」のために品質と

価格にこだわり、何が不足し何をすべきかを明確に認識し、バランスよく実行に移せる企業として進化しつづけて

まいる所存であります。 

また、店舗展開戦略は、出店余地のある関東・東海地区への出店を強化することにより業容の拡大と人財の育成

を図り、収益力の基盤をより強固にしたいものと考えております。 

  



(4) 資本の財源及び資金の流動性についての分析 

当連結会計年度における当社グループの資金の状況は、営業キャッシュ・フローでは前年同期より19億３百万円

多い62億89百万円の収入となりました。これは、法人税等の支払が11億72百万円減少しているのが主な原因であり

ます。 

投資活動によるキャッシュ・フローは、29億62百万円の資金の支出になっており、前年同期より８億99百万円の

支出の増加となっております。これは、投資不動産の売却による収入はあったものの、有形固定資産の取得及び投

資有価証券の取得が増加したことによるものです。 

財務活動によるキャッシュ・フローは、36億25百万円の資金の支出となり、前年同期より34億90百万円の支出の

減少となりました。これは、主として長期借入金の純返済額が減少したことによるものです。 

また、当連結会計年度の株主資本比率が、46.8％前年同期比3.9％増加しております。これは、当期純利益による

株主資本の増加と繰延税金資産の減少による総資産の減少が主たる要因であります。なお、当連結会計年度におい

て、有利子負債を32億４百万円削減しております。 

  

なお、キャッシュ・フロー指標のトレンドは下記のとおりです。 

  

(注) 株主資本比率：株主資本／総資産 

時価ベースの株主資本比率：株式時価総額／総資産 

債務償還年数：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い 

※ 各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により算出しております。 

※ 株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数(自己株式控除後)により算出しております。 

※ 営業キャッシュ・フローは連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使用しております。有

利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象としております。また、

利払いについては、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しております。 

  

(5) 経営陣の問題認識と今後の方針について 

当社グループの経営陣は、現在の事業環境及び入手可能な情報に基づき最善の経営方針を立案するよう努めてお

りますが、「食」に対する消費者の不安や、外食業界の競争激化の中で当社グループも非常に厳しい現状を認識し

ており、その中にあって高い利益率を維持しながら、今後も出店戦略を強化し、業容の拡大に努めてまいります。 

また、財務体質の改善につきましては、有利子負債の削減などにより、総資産の圧縮に向けてより会社の経営基

盤を磐石なものとしていく方針であります。 

  
第30期

平成16年３月期 
第31期

平成17年３月期 
第32期 

平成18年３月期 

株主資本比率(％) 37.2 42.9 46.8 

時価ベースの株主資本比率(％) 32.2 66.7 98.8 

債務償還年数(年) 6.0 4.9 2.9 

インタレスト・カバレッジ・レシオ
(倍) 

6.3 7.3 16.4 



第３ 【設備の状況】 

１ 【設備投資等の概要】 

当連結会計年度中においては、国内に黒瀬北店、小田原店、宇都宮インターパークビレッジ店等19店舗、国外に大

連商場店等２店舗合計21店舗を新規出店しました。 

これらの結果、設備投資の総額は27億33百万円であります。 

  

２ 【主要な設備の状況】 

(1) 提出会社 

  

事業所名 
(所在地) 

帳簿価額(百万円) 従業員数(名) 

建物及び
構築物 

機械装置
及び運搬具

土地
(面積㎡) その他 合計 正社員 パート

タイマー等

事業所 本社 
(京都市山科区) 151 38

491
(2,316)

112 793 211 51

  東京地区本部 
(東京都千代田区) 1 ―

―
(―)

6 8 15 8

  九州地区本部 
(福岡市東区) ― ―

―
(―)

― ― ― ―

  小計 153 38
491

(2,316)
119 802 226 59

工場 久御山工場 
(京都府久世郡久御山町) 1,890 82

1,295
(10,910)

16 3,284 21 54

  西野山工場 
(京都市山科区) 98 12

249
(1,158)

3 364 5 3

  船橋工場 
(千葉県船橋市) 129 4

200
(2,005)

1 335 7 31

  九州工場 
(福岡市東区) 18 2

164
(1,262)

2 187 9 11

  小計 2,136 100
1,909
(15,336)

23 4,171 42 99

店舗 
(直営店) 京都府 中華専門店四条大宮店他30店舗 978 9

2,175
(9,666)

194 3,358 120 703

  大阪府 中華専門店梅田店他76店舗 2,560 15
5,344
(21,626)

844 8,764 217 1,637

    和食専門店くるくる寿司豊中店１
店舗 ― ―

―
(―)

― ― 1 10

  兵庫県 中華専門店白川台店他28店舗 1,236 5
3,012
(12,790)

349 4,603 103 605

    和食専門店海老家１店舗 0 ―
206

(2,168)
0 206 ― ―

  滋賀県 中華専門店堅田店他11店舗 483 6
1,461
(14,189)

67 2,019 46 334

    和食専門店いけす三雲店１店舗 ― ―
406

(6,827)
0 406 4 26

  奈良県 中華専門店奈良都跡店他10店舗 416 6
451

(7,248)
206 1,080 38 282

  和歌山県 中華専門店岩出東店他３店舗 218 1
341

(2,397)
64 626 9 98

  東京都 中華専門店西日暮里店他25店舗 562 0
―
(―)

558 1,121 90 481

  埼玉県 中華専門店草加店他９店舗 318 ―
―
(―)

226 545 35 199

  千葉県 中華専門店富里店他14店舗 481 0
280

(6,158)
214 977 46 358

  神奈川県 中華専門店鶴見店他14店舗 447 ―
367

(1,547)
318 1,133 54 387

  群馬県 中華専門店前橋問屋町店他５店舗 214 ―
―
(―)

88 302 22 131

  栃木県 中華専門店宇都宮インターパーク
ビレッジ店１店舗 41 ―

―
(―)

15 56 3 21

  愛知県 中華専門店春日井店他17店舗 690 2
853

(4,131)
178 1,724 59 474

  岐阜県 中華専門店穂積店他９店舗 553 1
―
(―)

107 663 25 292



  

(注) １ 帳簿価額「その他」は工具器具及び備品、差入保証金であります。 

２ 従業員のうちパートタイマー等は、平成18年３月31日現在在籍者数を記載しております。 

事業所名 
(所在地) 

帳簿価額(百万円) 従業員数(名) 

建物及び
構築物 

機械装置
及び運搬具

土地
(面積㎡) その他 合計 正社員 パート

タイマー等

  三重県 中華専門店名張店他５店舗 228 1
110

(1,652)
67 407 23 174

  静岡県 中華専門店浜松店他２店舗 122 1
406

(2,896)
15 546 9 55

  富山県 中華専門店黒瀬北店１店舗 70 ― ― 8 79 4 30

  石川県 中華専門店松任店他２店舗 159 0
241

(1,355)
22 424 9 93

  福井県 中華専門店福井学園前店他１店舗 48 0
71
(414)

42 163 4 50

  岡山県 中華専門店新倉敷店１店舗 49 ―
―
(―)

5 54 4 18

  広島県 中華専門店西条店他４店舗 144 0
―
(―)

44 188 14 108

  香川県 中華専門店高松店１店舗 10 ―
―
(―)

3 13 3 17

  山口県 中華専門店山口小郡店他１店舗 44 0
―
(―)

17 62 6 41

  福岡県 中華専門店新宮店他９店舗 264 1
537

(3,519)
123 927 31 151

  熊本県 中華専門店西原店１店舗 56 ―
―
(―)

8 64 3 18

  小計 中華専門店300店 10,407 54
15,657
(89,594)

3,793 29,912 977 6,757

    和食専門店３店舗 0 ―
612

(8,996)
0 613 5 36

店舗 
(委託フラ 
 ンチャイ 
 ズ店等) 

京都府 中華専門店白梅町店他１店舗 14 ―
32
(129)

0 47 ― ―

大阪府 中華専門店羽曳野店他８店舗 44 0
41
(147)

48 134 ― ―

兵庫県 中華専門店鳴尾店１店舗 ― ―
―
(―)

25 25 ― ―

  東京都 中華専門店東十条店他１店舗 ― ―
―
(―)

16 16 ― ―

  愛知県 中華専門店平手店他１店舗 ― ―
―
(―)

12 12 ― ―

  

三重県 中華専門店三重大前店他１店舗 ― ―
―
(―)

15 15 ― ―

富山県 中華専門店富山南店１店舗 ― ―
―
(―)

0 0 ― ―

福井県 中華専門店敦賀店他２店舗 7 ―
―
(―)

49 56 ― ―

岡山県 中華専門店岡山津高店１店舗 ― ―
―
(―)

0 0 ― ―

山口県 中華専門店山口店１店舗 ― ―
―
(―)

6 6 ― ―

福岡県 中華専門店那珂川店他３店舗 15 ―
―
(―)

18 33 ― ―

小計 中華専門店28店舗 81 0
73
(276)

193 348 ― ―

寮及び福利厚生施設 281 1
1,043
(3,749)

63 1,389 ― 15

その他 223 0
844

(5,755)
34 1,101 ― ―

合計 13,283 195
20,632
(126,024)

4,228 38,339 1,250 6,966



３ 提出会社の寮および福利厚生施設並びにその他の主な土地は、次のとおりであります。 

  

４ 九州地区本部の固定資産については、九州工場に含まれております。 

５ 上記の他に、リース契約による主な設備は次のとおりであります。 

  

  

(2) 在外子会社 

王将餃子(大連)餐飲有限公司 

  

(注) 従業員数は、平成17年12月31日現在在籍者数を記載しております。 

  

名称 所在地 面積(㎡) 帳簿価額(百万円) 

寮及び福利厚生施設    

 王将ハイツ 京都市山科区 187 65 

 西野山寮 京都市山科区 662 153 

 生駒ハイツ 奈良県生駒市 580 75 

 相川寮 大阪市東淀川区 128 38 

その他    

 黒崎賃貸物件 北九州市八幡西区 1,870 509 

名称 リース契約期間
年間リース料
(百万円) 

リース契約残高 
(百万円) 

店舗厨房設備他 ５～10年間 383 1,274 

工場生産設備他 ５～６年間 64 251 

事業所名 
(所在地) 

設備の内容 

帳簿価額(百万円) 従業員数(名) 

建物及び 
構築物 

機械装置
及び運搬具

土地
(面積㎡) 

工具器具
及び備品 

合計 正社員 
パート
タイマー等

事務所 
(中国遼寧省大連市) 

事務機能 ― ― ― 0 0 4 ―

大連工場 
(中国遼寧省大連市) 

食材加工 ― ―
―
(―)

0 0 4 ―

大連商場店他１店舗 
(中国遼寧省大連市) 

中華専門店 ― ― ― 3 3 68 2

合計 ― ― ― ― 4 4 76 2



(3) 直営店舗設置状況 

平成18年３月31日現在における直営店舗の設置状況は、次のとおりであります。 

  (イ)関西地区(167店) 

  

店名 開店年月 所在地 客席数

京都府     

 四条大宮店 昭和49年７月 京都市中京区四条通大宮西入錦大宮町 44

 七条烏丸店 昭和49年７月 京都市下京区烏丸七条上ル桜木町 82

 三条店 昭和49年７月 京都市中京区木屋町通三条下ル石屋町 70

 西八条店 昭和49年７月 京都市下京区七条御所ノ内南町 49

 太秦店 昭和49年７月 京都市右京区太秦御所ノ内町 36

 河原町店 昭和49年11月 京都市中京区蛸薬師通河原町東入備前島町 33

 西院店 昭和50年１月 京都市右京区西院高山寺町 44

 椥の辻店 昭和50年７月 京都市山科区椥辻草海道町 82

 御薗橋店 昭和52年６月 京都市北区大宮南田尻町 140

 城南宮店 昭和52年８月 京都市伏見区中島外山町 74

 府庁前店 昭和52年９月 京都市中京区丸太町油小路東入横鍛治町 69

 国道大手筋店 昭和53年３月 京都市伏見区下鳥羽澱女町 129

 花園店 昭和53年９月 京都市右京区花園伊町 86

 西大路五条店 昭和53年９月 京都市右京区西院南高田町 107

 槇島店 昭和53年12月 宇治市槇島町十六 139

 亀岡店 昭和54年５月 亀岡市大井町土田 133

 国道171号店 昭和56年２月 向日市鶏冠井町清水 171

 北白川店 昭和57年３月 京都市左京区一乗寺築田町 150

 八幡店 昭和57年４月 八幡市戸津中代 289

 四条中学前店 昭和57年９月 京都市右京区西院小米町 82

 宝ヶ池店 昭和57年11月 京都市左京区岩倉南桑原町 130

 国道大久保店 昭和58年７月 宇治市大久保町田原 114

 大手筋店 昭和59年11月 京都市伏見区伯耆町 123

 桃山店 昭和60年５月 京都市伏見区桃山町西尾 173

 上鳥羽店 昭和60年８月 京都市南区上鳥羽中河原 118

 新田辺店 平成６年12月 京田辺市田辺中央 34

 福知山店 平成７年４月 福知山市篠尾新町 118

 京都東インター店 平成７年７月 京都市山科区東野北井ノ上町 162

 伏見稲荷店 平成12年10月 京都市伏見区深草一ノ坪町 64

 洛西芸大前店 平成14年11月 京都市西京区大枝沓掛町 125

 ＪＲ福知山駅店 平成17年11月 福知山市字天田小字吉良 56

大阪府     

 関大前店 昭和52年11月 吹田市千里山東 114

 布施店 昭和53年５月 東大阪市長堂 166

 玉出店 昭和53年８月 大阪市住之江区粉浜西 85

 長瀬店 昭和53年９月 東大阪市菱屋西 101

 十三店 昭和53年10月 大阪市淀川区十三東 76

 千林店 昭和53年11月 守口市滝井西町 94

 難波西店 昭和55年７月 大阪市浪速区難波中 41

 天六店 昭和55年10月 大阪市北区天神橋 63

 阪急東通り店 昭和56年６月 大阪市北区堂山町 39

 太子店 昭和56年６月 大阪市西成区太子 42

 福島店 昭和57年２月 大阪市福島区福島 19

 梅田店 昭和57年６月 大阪市北区梅田 15

 国道高槻店 昭和57年７月 高槻市川西町 199

 巽店 昭和57年９月 大阪市生野区巽東 111

 箕面店 昭和57年９月 箕面市粟生新家 145



  

  
次へ 

店名 開店年月 所在地 客席数

 阪急池田店 昭和58年２月 池田市城南 25

 阪急石橋店 昭和58年６月 池田市石橋 45

 天王寺店 昭和58年12月 大阪市天王寺区悲田院町 34

 服部店 昭和59年３月 豊中市服部豊町 85

 寝屋川店 昭和59年３月 寝屋川市高宮栄町 145

 久宝寺店 昭和59年６月 東大阪市大蓮東 172

 上田原店 昭和59年６月 四条畷市上田原 78

 高槻市役所前店 昭和59年11月 高槻市城西町 127

 八戸の里店 昭和60年２月 東大阪市御厨中 171

 京橋駅前店 昭和60年５月 大阪市都島区東野田町 59

 茨木店 昭和60年６月 茨木市郡 215

 箕面半町店 昭和60年６月 箕面市半町 210

 枚方店 昭和60年７月 枚方市甲斐田新町 256

 守口店 昭和60年８月 守口市佐太中町 178

 空港線豊中店 昭和60年11月 豊中市山ノ上町 234

 千日前店 昭和60年12月 大阪市中央区千日前 35

 塚本店 昭和61年４月 大阪市西淀川区柏里町 32

 くるくる寿司豊中店 昭和62年１月 豊中市山ノ上町 90

 通天閣店 昭和62年４月 大阪市浪速区恵比須東 17

 堺浜寺店 昭和62年９月 堺市浜寺船尾町東 177

 西梅田店 昭和62年12月 大阪市北区梅田 19

 難波北店 平成５年７月 大阪市中央区難波 41

 岸の里店 平成５年11月 大阪市西成区千本中 23

 住之江駅前店 平成６年２月 大阪市住之江区西住之江 56

 和泉府中店 平成６年４月 和泉市府中町 63

 若江岩田店 平成７年３月 東大阪市若江東町 107

 国道岸和田店 平成９年６月 岸和田市下池田町 145

 外環藤井寺店 平成９年７月 羽曳野市誉田 209

 戎橋店 平成10年７月 大阪市中央区難波 77

 国道高石店 平成10年７月 高石市西取石 140

 泉大津北店 平成10年７月 泉大津市北豊中町 68

 岸和田南店 平成10年７月 岸和田市下松町 136

 国道泉佐野店 平成10年７月 泉佐野市鶴原 128

 箕輪口店 平成10年12月 東大阪市箕輪 213

 堺インター店 平成11年７月 堺市小代 104

 茨木野々宮店 平成12年12月 茨木市野々宮 74

 岡町店 平成13年１月 豊中市中桜塚 57

 和泉中央店 平成14年３月 和泉市いぶき野 84

 深井店 平成14年３月 堺市深井中町 56

 桃谷店 平成14年９月 大阪市生野区桃谷 29

 泉ヶ丘店 平成14年11月 堺市竹城台 43

 枚方市駅前店 平成15年６月 枚方市岡東町 65

 大阪九条店 平成15年８月 大阪市西区九条 56

 三国ヶ丘駅前店 平成15年８月 堺市向陵中町 54

 天王寺堀越店 平成15年９月 大阪市天王寺区堀越町 46

 京阪大和田店 平成15年12月 門真市宮野町 39

 寝屋川市駅前店 平成16年３月 寝屋川市早子町 77

 摂津富田駅前店 平成16年４月 高槻市富田町 32

 四条畷駅前店 平成16年７月 四条畷市楠公 60

 庄内駅前店 平成16年７月 豊中市庄内東町 37

 河内花園駅前店 平成16年８月 東大阪市花園本町 52

 中環巨摩橋店 平成16年８月 東大阪市若江北町 66

 天四店 平成16年12月 大阪市北区天神橋 61

 泉南熊取店 平成16年12月 泉南郡熊取町紺屋 111

 鶴橋駅前店 平成17年１月 大阪市天王寺区下味原町 40



  
店名 開店年月 所在地 客席数

 八田寺店 平成17年４月 堺市八田寺町 65
 国分駅前店 平成17年４月 柏原市国分西 50

 福田店 平成17年７月 堺市福田 104

 放出駅前店 平成17年８月 大阪市鶴見区放出東 38

 関目店 平成17年９月 大阪市城東区関目 33

 外環善根寺店 平成17年10月 東大阪市善根寺町 58

 松原三宅店 平成17年11月 松原市三宅西 77

 三国店 平成17年12月 淀川区西三国 45

兵庫県     

 尼崎三和店 昭和53年９月 尼崎市昭和南通 118

 板宿店 昭和55年７月 神戸市須磨区平田町 47

 西宮北口店 昭和56年８月 西宮市甲風園 52

 武庫の荘店 昭和57年３月 尼崎市武庫之荘 41

 明石店 昭和57年５月 明石市東仲ノ町 26

 鈴蘭台店 昭和59年６月 神戸市北区山田町小部字広苅 132

 元町店 昭和60年１月 神戸市中央区元町通 36

 多田店 昭和60年５月 川西市多田桜木 197

 白川台店 昭和61年４月 神戸市須磨区車字道谷山 298

 阪神尼崎店 昭和61年４月 尼崎市神田中通 33

 尼崎西店 昭和63年５月 尼崎市浜田町 136

 西宮北インター店 平成元年12月 西宮市山口町名来 127

 三田店 平成６年３月 三田市寺村町 77

 三ノ宮東店 平成６年９月 神戸市中央区琴ノ緒町 36

 生田川店 平成７年３月 神戸市中央区浜辺通 83

 尼宝線寺本店 平成８年２月 伊丹市寺本 94

 宝塚インター店 平成８年６月 宝塚市安倉北 110

 菅原通り店 平成８年12月 神戸市長田区菅原通 135

 名谷店 平成10年８月 神戸市垂水区名谷町入野 248

 三宮下山手通り店 平成11年５月 神戸市中央区下山手通 61

 福崎インター店 平成11年７月 神崎郡神河町西田原字前田 122

 レバンテ垂水店 平成12年３月 神戸市垂水区日向 39

 海老家 平成15年３月 神戸市北区山田町小部字広刈 155

 香寺店 平成15年８月 姫路市香寺町犬飼 98

 滝野社店 平成16年４月 加東市上滝野 81

 尼センデパート店 平成16年９月 尼崎市神田中通 61

 押部谷店 平成16年９月 神戸市西区押部谷町木幡字下松原 70

 西鈴蘭台店 平成17年１月 神戸市北区北五葉 101

 宝殿店 平成17年10月 高砂市米田町島 94

 新三田店 平成17年11月 三田市天神 91

滋賀県     

 草津店 昭和49年８月 草津市渋川 41

 石山店 昭和49年12月 大津市晴嵐 92

 国道草津店 昭和54年２月 草津市草津 162

 彦根店 昭和57年６月 彦根市外町 161

 皇子山店 昭和57年６月 大津市皇子が丘 60

 国道大津店 昭和58年４月 大津市中庄 126

 栗東店 昭和58年６月 栗東市大橋 107

 堅田店 昭和59年12月 大津市本堅田 127

 長浜店 昭和60年３月 長浜市八幡東町トセ 197

 三雲店 昭和60年４月 湖南市吉永上川原 262

 いけすの王将三雲店 昭和62年５月 湖南市吉永上川原 329

 瀬田店 平成５年11月 大津市大萱 21

 守山北店 平成８年10月 守山市矢島町八之坪 72

奈良県     

 奈良三条店 昭和57年１月 奈良市三条町 37

 阪奈生駒店 昭和60年５月 生駒市南田原町 250

 大和新庄店 昭和62年５月 葛城市東室 103

 王寺店 平成３年６月 北葛城郡王寺町本町 121
 奈良柏木店 平成７年６月 奈良市八条町 84



  

  

  (ロ)関東地区(73店) 

  

  
次へ 

店名 開店年月 所在地 客席数

 橿原神宮店 平成９年３月 橿原市久米町 92
 都跡店 平成10年８月 奈良市四条大路 107

 富雄店 平成11年１月 奈良市富雄元町 41

 香芝店 平成11年３月 香芝市上中 126

 奈良桜井店 平成14年１月 桜井市三輪 116

 奈良東九条店 平成16年９月 奈良市東九条町 80

和歌山県     

 延時店 昭和61年６月 和歌山市延時前地 129

 岩出東店 平成８年11月 那賀郡岩出町大字中迫 201

 紀三井寺店 平成10年７月 和歌山市紀三井寺 68
 和歌山堀止店 平成15年７月 和歌山市堀止南ノ丁 94

店名 開店年月 所在地 客席数

東京都     
 西日暮里店 昭和54年２月 荒川区西日暮里 31

 高田馬場店 昭和54年５月 新宿区高田馬場 26

 中野店 昭和54年６月 中野区中野 23

 王子店 昭和54年７月 北区王子 41

 学芸大前店 昭和54年９月 目黒区鷹番 21

 三軒茶屋店 昭和58年４月 世田谷区太子堂 61

 水道橋店 昭和59年６月 千代田区三崎町 108

 下北沢店(旧代沢店) 昭和60年８月 世田谷区代沢 74

 新大久保店 昭和62年２月 新宿区百人町 31

 駒込店 平成６年４月 豊島区駒込 28

 蒲田東口店 平成７年７月 大田区蒲田 67

 戸越銀座店 平成７年11月 品川区平塚 36

 南大沢店 平成９年３月 八王子市松木 102

 浮間舟渡店 平成10年４月 北区浮間 70

 喜多見駅前店 平成10年９月 狛江市岩戸北 30

 神田東口店 平成11年４月 千代田区鍛冶町 30

 渋谷ハチ公口店 平成12年１月 渋谷区渋谷 20

 浅草橋駅前店 平成13年１月 台東区浅草橋 55

 新橋駅前店 平成13年２月 港区新橋 55

 小岩駅前店 平成13年７月 江戸川区南小岩 25

 綾瀬駅前店 平成13年９月 足立区綾瀬 35

 秋津店 平成13年11月 東村山市久米川町 82

 西台駅前店 平成15年８月 板橋区蓮根 21

 茗荷谷駅前店 平成16年７月 文京区小日向 37

 平井駅北口店 平成16年11月 江戸川区平井 27

 大岡山店 平成17年10月 大田区北千束 34

埼玉県     

 草加店 昭和57年２月 草加市花栗 130

 与野本町店 平成８年12月 さいたま市中央区鈴谷 61

 北朝霞店 平成９年10月 朝霞市浜崎 61

 南浦和店 平成10年12月 さいたま市南区南浦和 59

 戸田公園五差路店 平成11年10月 戸田市上戸田 70

 東大成店 平成12年11月 さいたま市北区東大成町 91

 今羽駅前店 平成13年５月 さいたま市北区吉野町 72

 武蔵浦和駅前店 平成13年６月 さいたま市南区別所 83

 熊谷駅東口店 平成17年２月 熊谷市筑波 55

 新座駅前店 平成17年４月 新座市野火止 35

千葉県     

 千葉ニュータウン中央店 平成６年11月 印西市戸神 69

 市原店 平成８年７月 市原市五所 55

 富里店 平成８年９月 富里市七栄 98
 君津店 平成10年３月 君津市北子安 100



  

  

  (ハ)中部地区(37店) 
  

  
前へ   次へ 

店名 開店年月 所在地 客席数

 新松戸店 平成11年６月 松戸市新松戸 54

 下総中山駅前店 平成12年２月 船橋市本中山 55

 新検見川駅前店 平成12年３月 千葉市花見川区花園 24

 西白井店 平成12年４月 白井市けやき台 91

 柏松ヶ崎店 平成12年10月 柏市大山台 120

 稲毛海岸駅前店 平成12年12月 千葉市美浜区高洲 63

 ＪＲ佐倉駅北口店 平成13年９月 佐倉市六崎 59

 千葉寒川店 平成14年11月 千葉市中央区寒川町 66

 四街道駅前店 平成16年４月 四街道市鹿渡 19

 八千代店 平成16年10月 八千代市大和田新田 102

 都賀駅西口店 平成17年４月 千葉市若葉区都賀 27

神奈川県     

 相模原店 昭和61年４月 相模原市橋本 240

 武蔵新城店 平成７年８月 川崎市中原区上新城 56

 武蔵中原店 平成８年７月 川崎市中原区上小田中 38

 武蔵小杉店 平成10年５月 川崎市中原区小杉町 53

 淵野辺店 平成10年７月 相模原市淵野辺 47

 桜木町店 平成10年７月 横浜市中区桜木町 75

 新杉田店 平成10年11月 横浜市磯子区新杉田町 57

 石川町店 平成11年６月 横浜市中区吉浜町 59

 鶴見店 平成11年９月 横浜市鶴見区豊岡町 35

 武蔵溝ノ口駅前店 平成12年５月 川崎市高津区溝口 84

 藤沢駅前店 平成12年12月 藤沢市藤沢 33

 橋本駅ビル店 平成15年３月 相模原市橋本 51

 大口駅前店 平成16年６月 横浜市神奈川区大口通 46

 大和駅前店 平成16年６月 大和市大和南 43

 小田原店 平成18年２月 小田原市栄町 43

群馬県     

 前橋問屋町店 平成15年３月 前橋市問屋町 88

 高崎駅東口店 平成15年９月 高崎市八島町 36

 高前バイパス小八木町店 平成15年10月 高崎市小八木町 88

 前橋駒形店 平成15年11月 前橋市東善町 88

 太田高林店 平成16年８月 太田市南矢島町 103

 伊勢崎店 平成17年９月 伊勢崎市平和町 101

栃木県     

 宇都宮インターパーク 
 ビレッジ店 

平成18年３月 宇都宮市砂田町 73

店名 開店年月 所在地 客席数

愛知県     
 今池店 昭和54年８月 名古屋市千種区今池 51

 栄店 昭和55年６月 名古屋市中区栄 68

 長久手店 昭和59年12月 愛知郡長久手町蟹原 130

 笹島店 昭和60年５月 名古屋市中村区名駅 52

 春日井店 昭和60年７月 春日井市瑞穂通 198

 中島店 平成３年６月 名古屋市中川区中島新町 130

 岡崎南店 平成７年４月 岡崎市竜美西 61

 岡崎インター店 平成７年12月 岡崎市洞町的場 76

 愛知岩倉店 平成８年１月 岩倉市大地町蔵本 114

 三河安城店 平成８年２月 安城市箕輪町正福田 87

 豊明店 平成８年４月 豊明市前後町螺貝 78

 小牧店 平成８年４月 丹羽郡大口町新宮 120

 西尾店 平成９年７月 西尾市道光寺町堰坂 115

 一宮バイパス店 平成10年10月 一宮市東島町 117

 三河高浜店 平成11年７月 高浜市湯山町 89
 津島店 平成14年11月 津島市柳原町 83



  

  

店名 開店年月 所在地 客席数

 一宮今伊勢店 平成15年７月 一宮市今伊勢町新神戸字乾 74
 小牧二重堀店 平成15年12月 小牧市大字二重堀字西浦 79

岐阜県     

 岐阜真正店 平成８年７月 本巣市温井字東川原 102

 大垣林町店 平成10年７月 大垣市林町 124

 岐阜羽島店 平成10年８月 羽島市江吉良町北池 102

 穂積店 平成11年７月 瑞穂市馬場春雨町 116

 岐南店 平成11年８月 羽島郡岐南町八剣 115

 多治見店 平成12年４月 多治見市上山町 110

 中津川インター店 平成15年７月 中津川市千旦林字西垣外 112

 可児広見店 平成15年７月 可児市広見字田尻裏 81

 各務原鵜沼店 平成15年11月 各務原市鵜沼西町 75

 芥見店 平成16年３月 岐阜市芥見長山 87

三重県     

 名張店 平成元年８月 名張市鴻之台 130

 松阪店 平成５年２月 松阪市駅部田町峰戸 76

 津南店 平成５年７月 津市雲出本郷町知海寺前 78

 高茶屋店 平成５年11月 津市高茶屋小森町瓦ヶ野 94

 鈴鹿中央店 平成６年７月 鈴鹿市西條町真虫原 64

 伊賀上野店 平成６年10月 伊賀市小田町稲久保 80

静岡県     

 浜松店 昭和60年５月 浜松市鴨江 162

 沼津店 昭和61年３月 沼津市岡宮字焼土手 220
 焼津店 平成７年11月 焼津市八楠 70



  (ニ)北陸地区(６店) 
  

  

  (ホ)中国地区(８店) 
  

  

  (ヘ)四国地区(１店) 
  

  

  (ト)九州地区(11店) 
  

  

  (チ)国外中華人民共和国(２店) 
  

  

前へ     

店名 開店年月 所在地 客席数

福井県     
 福井学園前店 昭和60年６月 福井市学園 58

 丸岡店 平成15年11月 坂井市丸岡町一本田弐字小深町 83

石川県     

 野々市店 昭和60年６月 石川郡野々市町横宮町 181

 松任店 平成９年４月 白山市倉光町 150

 金沢片町店 平成16年10月 金沢市片町 47

富山県     
 黒瀬北店 平成17年９月 富山市二口町 95

店名 開店年月 所在地 客席数

岡山県    
 新倉敷店 平成16年４月 倉敷市玉島爪崎 69

広島県     

 廿日市店 平成10年３月 廿日市市新宮 95

 西条店 平成11年７月 東広島市西条町土与丸 75

 安東店 平成12年５月 広島市安佐南区安東 113

 広島祇園店 平成12年10月 広島市安佐南区西原 120

 八本松店 平成12年11月 東広島市八本松東 87

山口県     

 岩国店 平成12年12月 岩国市南岩国町 112
 山口小郡店 平成16年７月 山口市小郡下郷 57

店名 開店年月 所在地 客席数

香川県     
 高松店 平成14年12月 高松市牟礼町牟礼字下窪 49

店名 開店年月 所在地 客席数

福岡県     
 二又瀬店 昭和56年５月 福岡市東区二又瀬新町 178

 春日店 昭和56年６月 春日市日の出町 126

 諏訪野店 昭和60年６月 久留米市諏訪野町字堂女木 155

 新宮店 平成５年９月 糟屋郡新宮町原上柿木坂 83

 筑紫野店 平成７年４月 太宰府市向佐野 65

 シーサイド門司店 平成11年３月 北九州市門司区西海岸 82

 飯塚川津店 平成11年５月 飯塚市川津 106

 月隈店 平成11年11月 福岡市博多区西月隈 119

 則松店 平成12年７月 北九州市八幡西区則松 107

 久留米インター店 平成13年４月 久留米市東合川町 88

熊本県     
 西原店 平成11年８月 熊本市西原 111

店名 開店年月 所在地 客席数

遼寧省     
 開発区店 平成17年７月 大連市開発区遼寧街 104
 大連商場店 平成17年８月 大連市中山区青雲街 162



３ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 重要な設備の新設等 

平成18年３月31日現在計画中の主なものは次のとおりであります。 

  

(注) １ 今後の所要金額21億40百万円については、全額自己資金によりまかなう予定であります。 

２ 金額の中には差入保証金が含まれております。 

３ 上記金額に、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 月別出店計画 

  

  

(3) 重要な設備の除却等 

重要な設備の除却等の計画はありません。 

  

設備の内容 

必要性
予算金額 
  

(百万円) 

既支払額
  

(百万円) 

今後の
所要金額 
(百万円) 

着手年月
完成予定 
年月 

増加能力
(増加客席数)

区分 地区 

店舗新設 

関西 

販売の 
拡充 

621 15 606
平成 年 月

 18.２～ 
19.１ 

平成 年 月 
 18.４～ 
19.３ 

586

関東 482 ― 482
18.５～
19.１ 

18.７～ 
19.３ 

350

東海 47 ― 47 18.11 19.１ 40

九州 45 ― 45 18.10 18.12 30

既存店 
改装等 

関西他 960 ― 960 18.４ 19.３ ―

合計 ― 2,155 15 2,140 ― ― ―

年月 
平成 
18年 
４月 

５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月
平成
19年 
１月 

２月 ３月 合計

店舗数 1 ― 1 1 1 3 3 1 3 3 2 2 21



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

  

② 【発行済株式】 

  

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

当社は、平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき新株予約権を発行しております。 

① 平成16年６月29日定時株主総会決議 

  

種類 会社が発行する株式の総数(株) 

普通株式 47,000,000

計 47,000,000

種類 
事業年度末現在 
発行数(株) 

(平成18年３月31日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成18年６月29日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容 

普通株式 23,286,230 23,286,230
大阪証券取引所
市場第一部 

完全議決権株式であり、権利
内容に何ら限定のない当社に
おける標準となる株式 

計 23,286,230 23,286,230 ― ― 

  
事業年度末現在
(平成18年３月31日) 

提出日の前月末現在 
(平成18年５月31日) 

新株予約権の数(個) 373(注)１ 370(注)１

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数(株) 373,000(注)２ 370,000 

新株予約権の行使時の払込金額(円) 1,251(注)３ 同左 

新株予約権の行使期間 
平成18年７月１日～
平成23年６月30日 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額(円) 

発行価格 1,251
資本組入額 626

同左 

新株予約権の行使の条件 

 権利行使時においても当社

取締役又は従業員であること

を要する。 

 権利者が死亡した場合は、

その相続人による新株予約権

の相続は認めない。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

新株予約権を譲渡するとき

は、当社取締役会の承認を要

する。 

同左 



(注) １ 新株予約権１個につき目的となる株式数は、1,000株であります。 

２ 当社が株式分割または株式併合を行う場合は、それぞれの効力発生の時をもって、次の算式により調整し、調整により生

ずる１株未満の端数についてはこれを切り捨てる。 

調整後株式数＝調整前株式数×分割(又は併合)の比率 

また、当社が他社と合併を行い新株予約権が承継される場合、または、当社が会社分割または株式交換を行い新株予約権

が承継される場合、当社は必要と認める株式の数の調整を行う。 

３ 新株予約権発行後、時価を下回る価額で新株を発行するとき、または自己株式を処分するときは、次の算式により行使価

額は調整され、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

上記の算式において、「既発行株式数」とは当社の発行済株式総数から当社が保有する自己株式数を控除した数とし、自

己株式の処分を行う場合には、「新株発行株式数」を「処分する自己株式数」に読み替えるものとする。 

なお、新株予約権発行後、当社が当社普通株式の分割または併合を行う場合には、行使価額は当該株式の分割または併合

の比率に応じ比例的に調整されるものとし、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

また、当社が他社と合併を行い新株予約権が承継される場合、または、当社が会社分割または株式交換を行い新株予約権

が承継される場合、当社は必要と認める株式の数の調整を行う。 

  

(3) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

(注) 第三者割当 

  

(4) 【所有者別状況】 

平成18年３月31日現在 

(注) １ 平成17年８月11日開催の当社取締役会の決議により、１単元の株式数は平成17年11月１日付をもって1,000株から100株と

なっております。 

２ 自己株式386,971株は「個人その他」に3,869単元、「単元未満株式の状況」に71株含まれております。 

３ 上記「その他の法人」には、証券保管振替機構名義の株式が160単元含まれております。 

  

       
既発行株式数＋ 

新規発行株式数×１株あたり払込額

調整後 
行使価額 

＝ 
調整前 
行使価額 

×
新規発行前の株価 

既発行株式数＋新規発行による増加株式数 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(千株) 

発行済株式
総数残高 
(千株) 

資本金増減額
  

(百万円) 

資本金残高
  

(百万円) 

資本準備金 
増減額 
(百万円) 

資本準備金
残高 
(百万円) 

平成14年１月29日 3,000 23,286 1,275 8,166 1,275 9,026

発行価格 850円 

資本組入額 425円 

割当先 ㈱甲子商会(現ジャパンフードビジネス㈱) 

区分 

株式の状況(１単元の株式数100株)

単元未満
株式の状況
(株) 

政府及び 
地方公共 
団体 

金融機関 証券会社 
その他の
法人 

外国法人等
個人
その他 

計 

個人以外 個人

株主数 
(人) 

― 23 9 124 11 ― 5,882 6,049 ―

所有株式数 
(単元) 

― 35,974 63 65,771 1,026 ― 129,970 232,804 5,830

所有株式数 
の割合(％) 

― 15.45 0.03 28.25 0.44 ― 55.83 100.00 ―



(5) 【大株主の状況】 

平成18年３月31日現在 

(注) １ 上記の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は、次のとおりであります。 

  また、日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社の所有株式として、別途、三井アセット信託銀行再信託分・ＣＭＴＢ

エクイティインベストメンツ株式会社信託口に係る株式264千株があります。 

２ 当社は自己株式386千株(保有株式の割合1.66％)を保有しておりますが、上記の大株主から除いております。 

３ 前事業年度末現在、主要株主であったジャパンフードビジネス株式会社は、当事業年度末では主要株主でなくなりまし

た。 

  

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

加 藤 欣 吾 京都市山科区 3,224 13.84

加 藤   潔 京都市左京区 3,003 12.89

アサヒビール株式会社 東京都中央区京橋３―７―１ 2,014 8.64

ジャパンフードビジネス 
株式会社 

東京都渋谷区恵比寿南３―２―17 2,000 8.58

アリアケジャパン株式会社 東京都渋谷区恵比寿南３―２―17 1,000 4.29

日本トラスティ・サービス信託 
銀行株式会社 

東京都中央区晴海１―８―11 901 3.87

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社 

東京都港区浜松町２―11―３ 840 3.60

加 藤 梅 子 京都市山科区 809 3.47

財団法人加藤朝雄国際奨学財団 京都市山科区西野山射庭ノ上町237 528 2.26

加 藤 ひろみ 京都市左京区 290 1.24

計 ― 14,611 62.74

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社 901千株

日本マスタートラスト信託銀行株式会社 840千株



(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成18年３月31日現在 

(注) 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が16,000株(議決権160個)含まれております。

  

② 【自己株式等】 

平成18年３月31日現在 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
(自己保有株式) 
普通株式 386,900

―
権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式 

完全議決権株式(その他) 
普通株式 

22,893,500 
228,935 同上

単元未満株式 普通株式 5,830 ― 同上

発行済株式総数 23,286,230 ― ― 

総株主の議決権 ― 228,935 ― 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 
(株) 

他人名義
所有株式数 
(株) 

所有株式数
の合計 
(株) 

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合(％)

(自己保有株式)   
株式会社 
王将フードサービス 

京都市山科区西野山射庭ノ
上町294番地の１ 

386,900 ― 386,900 1.66

計 ― 386,900 ― 386,900 1.66



(7) 【ストックオプション制度の内容】 

当社は、新株予約権方式によるストックオプション制度を採用しております。 

① 平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき、平成16年６月29日第30回定時株主総会終了

時に在任する取締役及び同日に在籍する従業員の一部に対して特に有利な条件をもって新株予約権を発行するこ

とを平成16年６月29日の定時株主総会において特別決議されたものであります。当該制度の内容は次のとおりで

あります。 

  

(注) 平成18年５月31日現在におきましては、付与対象者は退職により17名減少し、288名であります。 

  

② 平成18年６月29日第32回定時株主総会で取締役及び監査役に対する報酬として新株予約権を付与することを決

議されたものであります。当該制度の内容は次のとおりであります。 

  

(注) １ 当社が、当社普通株式につき株式分割(株式無償割当を含む。)、株式併合又は資本の減少等を行うことにより、株式数の

調整をすることが適切な場合は、必要と認める調整を行うものとする。 

２ 各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、新株予約権を行使することにより交付を受けることができる株式

１株当たりの払込金額(以下「行使価額」という。)に付与株式数を乗じた金額とする。 

  行使価額は、割当日の属する月の前月の各日(取引が成立しない日を除く。)の大阪証券取引所における当社普通株式の普

通取引の終値(以下「終値」という。)の平均値に1.05を乗じた金額(１円未満の端数は切り上げる。)又は割当日の終値

(当日に終値がない場合は、それに先立つ直近の取引日の終値)のいずれか高い金額とする。 

  なお、割当日後、当社が当社普通株式につき、株式分割又は株式併合を行う場合、時価を下回る価額で、新株式の発行又

は自己株式の処分を行う場合(会社法第194条の規定(単元未満株主による単元未満株式売渡請求)に基づく自己株式の売渡

し、若しくは当社普通株式の交付を請求できる新株予約権の行使による場合を除く。)又は他の種類株式の普通株主への

無償割当若しくは他の会社の株式の普通株式への配当を行う場合等、行使価額の調整をすることが適切な場合は、当社は

必要と認める調整を行うものとする。 

３ 新株予約権に関するその他内容については、新株予約権の募集事項を決定する取締役会において定めるものとする。 

  

決議年月日 平成16年６月29日

付与対象者の区分及び人数(名) 当社の取締役９名及び従業員296名(注) 

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2) 新株予約権の状況」に記載しております。 

株式の数(株) 同上

新株予約権の行使時の払込金額(円) 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

決議年月日 平成18年６月29日

付与対象者の区分及び人数(名) 当社の取締役及び監査役

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

株式の数(株) 
取締役につき32,000株、監査役につき8,000株を上限と
する(注)１ 

新株予約権の行使時の払込金額(円) (注)２

新株予約権の行使期間 新株予約権の割当日から２年を経過した日より３年以内

新株予約権の行使の条件 (注)３

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡するときは、当社取締役会の承認を要
す。 



③ 会社法第236条、第238条及び第239条の規定に基づき、当社の従業員に対してストックオプションとして発行す

る新株予約権の募集をすることを平成18年６月29日第32回定時株主総会で決議されたものであります。当該制度

の内容は次のとおりであります。 

  

(注) １ 当社従業員のうち取締役会で決議する一定の資格を有するものとする。 

２ 本株主総会における決議の日(以下「決議日」という。)後、当社が当社普通株式につき、株式分割(株主無償割当てを含

む。)又は株式併合を行う場合には、付与株式数を次の算式により調整し、調整の結果生じる１株未満の端数は、これを

切り捨てるものとする。 

   調整後付与株式数＝調整前付与株式数×分割・併合の比率 

  また、上記のほか、決議日後、付与株式数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じたときは、合理的な範囲で付与株

式数を調整する。 

３ 各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、新株予約権を行使することにより交付を受けることができる株式

１株当たりの払込金額(以下「行使価額」という。)に付与株式数を乗じた金額とする。 

  行使価額は、新株予約権を割り当てる日(以下「割当日」という。)の属する月の前月の各日(取引が成立しない日を除

く。)の大阪証券取引所における当社普通株式の普通取引の終値(以下「終値」という。)の平均値に1.05を乗じた金額(１

円未満の端数は切上げる。)又は割当日の終値(当日に終値がない場合は、それに先立つ直近の取引日の終値)のいずれか

高い金額とする。 

  なお、割当日後、当社が当社普通株式につき、株式分割又は株式併合を行う場合には、行使価額を次の算式により調整

し、調整の結果生じる１円未満の端数は、これを切り上げるものとする。 

  また、割当日後、当社が時価を下回る価額で当社普通株式につき、新株式の発行又は自己株式の処分を行う場合(会社法

第194条の規定(単元未満株主による単元未満株式売渡請求)に基づく自己株式の売渡し、若しくは当社普通株式の交付を

請求できる新株予約権の行使による場合を除く。)には、行使価額を次の算式により調整し、調整の結果生じる１円未満

の端数は、これを切り上げるものとする。 

  なお、上記の算式において、「既発行株式数」とは、当社の発行済普通株式総数から当社が保有する普通株式にかかる自

己株式数を控除した数とし、また、自己株式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に読

み替えるものとする。 

  さらに、上記のほか、割当日後、他の種類株式の普通株主への無償割当て、他の会社の普通株主への配当を行う場合等、

行使価額の調整を必要とするやむを得ない事由が生じたときは、かかる割当て又は配当等の条件等を勘案の上、合理的な

範囲で行使価額を調整するものとする。 

４ 権利行使時においても当社の使用人の地位を保有していることを要す。 

  ただし、新株予約権者が定年退職等取締役会が正当な理由があると認めた場合にはこの限りではない。 

  

決議年月日 平成18年６月29日

付与対象者の区分及び人数(名) 当社の従業員(注)１

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

株式の数(株) 280,000株を上限とする(注)２

新株予約権の行使時の払込金額(円) (注)３

新株予約権の行使期間 平成20年８月１日から平成23年７月31日まで 

新株予約権の行使の条件 (注)４

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡するときは、当社取締役会の承認を要
す。 

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 × 
１ 

分割・併合の比率 

       既発行 
株式数 

＋ 
新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後 
行使価額 

＝ 
調整前 
行使価額 

×
時価 

既発行株式数＋新規発行株式数 



２ 【自己株式の取得等の状況】 

(1) 【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 

① 【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 
  

  
イ 【定時株主総会決議による買受けの状況】 

該当事項はありません。 

  

ロ 【子会社からの買受けの状況】 

該当事項はありません。 

  

ハ 【取締役会決議による買受けの状況】 
平成18年６月29日現在 

  

平成18年６月29日現在 

  

平成18年６月29日現在 

  

【株式の種類】   普通株式 

区分 株式数(株) 価額の総額(円) 

取締役会での決議状況 
(平成17年10月31日決議) 

40,000 70,000,000

前決議期間における取得自己株式 40,000 64,095,800

残存決議株式数及び価額の総額 ― 5,904,200

未行使割合(％) ― 8.43

区分 株式数(株) 価額の総額(円) 

取締役会での決議状況 
(平成18年４月３日決議) 

100,000 202,000,000

前決議期間における取得自己株式 89,000 179,780,000

残存決議株式数及び価額の総額 11,000 22,220,000

未行使割合(％) 11.00 11.00

区分 株式数(株) 価額の総額(円) 

取締役会での決議状況 
(平成18年４月６日決議) 

40,000 79,400,000

前決議期間における取得自己株式 35,000 69,475,000

残存決議株式数及び価額の総額 5,000 9,925,000

未行使割合(％) 12.50 12.50



平成18年６月29日現在 

  

平成18年６月29日現在 

  

ニ 【取得自己株式の処理状況】 

該当事項はありません。 

  

ホ 【自己株式の保有状況】 
平成18年６月29日現在 

(注) 保有自己株式数には第29回定時株主総会決議による買受分244,000株及び第30回定時株主総会決議による買受分36,000株が含

まれております。 

  

② 【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

該当事項はありません。 

  

(2) 【資本減少、定款の定めによる利益による消却又は償還株式の消却に係る自己株式の買受け等の状況】 

① 【前決議期間における自己株式の買受け等の状況】 

該当事項はありません。 

  

② 【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況等】 

該当事項はありません。 

  

区分 株式数(株) 価額の総額(円) 

取締役会での決議状況 
(平成18年４月11日決議) 

220,000 440,000,000

前決議期間における取得自己株式 200,000 400,000,000

残存決議株式数及び価額の総額 20,000 40,000,000

未行使割合(％) 9.09 9.09

区分 株式数(株) 価額の総額(円) 

取締役会での決議状況 
(平成18年５月23日決議) 

1,100,000 2,117,500,000

前決議期間における取得自己株式 1,100,000 2,117,500,000

残存決議株式数及び価額の総額 ― ―

未行使割合(％) ― ―

区分 株式数(株) 

保有自己株式数 1,744,000



３ 【配当政策】 

配当政策につきましては、当社の最重要課題と考え、積極的な株主還元を継続的に行いつつ、あわせて配当性向や

企業体質の一層の強化と今後の事業展開に備えるための内部留保の充実などを勘案して決定する方針であります。 

この基本的な考えに基づき、継続的な安定配当として１株当たり20円の配当としました。なお、当期につきまして

は、取引所市場第一部上場記念として５円の記念配当を加え、合計25円の配当としました。 

内部留保資金の使途につきましては、店舗新設及び既存店の改装投資等に充当します。 

  

４ 【株価の推移】 

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

  

(注) 最高・最低株価は、大阪証券取引所市場第一部及び第二部におけるものを記載しております。 

なお、当社株式は平成18年３月１日付をもって大阪証券取引所市場第二部から市場第一部へ指定替になっており、第32期の

上段は市場第一部、下段は市場第二部における株価であります。 

  

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】 

  

(注) 最高・最低株価は、大阪証券取引所市場第一部及び第二部におけるものを記載しております。 

なお、当社株式は平成18年３月１日付をもって大阪証券取引所市場第二部から市場第一部へ指定替になっております。 

  

回次 第28期 第29期 第30期 第31期 第32期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

最高(円) 1,089 945 908 1,630
2,195
2,040 

最低(円) 690 495 550 773
1,940
1,400 

月別 平成17年10月 11月 12月 平成18年１月 ２月 ３月 

最高(円) 1,546 1,577 1,840 1,970 2,040 2,195

最低(円) 1,495 1,498 1,560 1,799 1,900 1,940



５ 【役員の状況】 

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
(千株) 

代表取締役 
社長 営業本部長 大 東 隆 行 昭和16年３月８日生

昭和36年10月 大東商事自営
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昭和44年８月 中華料理店「王将」入店

昭和53年３月 営業本部長

昭和59年10月 取締役

昭和59年12月 常務取締役

平成５年６月 専務取締役

平成７年２月 取締役副社長

平成12年４月 代表取締役社長(現任)

平成14年３月 営業本部長(現任)

平成17年１月 王将餃子(大連)餐飲有限公司董事

長(現任) 

専務取締役 経営企画部長兼
営業管理部長 鈴 木 和 久 昭和20年２月22日生

昭和42年４月 サンスター歯磨株式会社入社 

13

昭和54年11月 当社入社

昭和57年11月 社長室長

昭和59年12月 取締役

昭和63年12月 経営企画室長

平成２年12月 常務取締役

平成16年10月 経営企画部長(現任)

平成17年５月 専務取締役営業管理部長(現任) 

専務取締役 経理部長 土肥原 啓 二 昭和24年６月８日生

昭和45年４月 中華料理店「王将」入店

10

昭和55年11月 九州地区本部長

昭和59年10月 取締役

平成10年１月 開発部長

平成12年４月 第２営業本部長

株式会社キングランド代表取締役

社長 
平成12年11月 第２営業本部長兼ＦＣ営業部長兼

開発部長 
平成14年３月 常務取締役経理部長

平成17年５月 専務取締役経理部長(現任) 

常務取締役 
営業本部 

第２営業部長兼
海外事業部長 

高 橋 義 弘 昭和30年４月15日生

昭和50年12月 当社入社

13

平成６年６月 営業推進部副部長

平成６年６月 取締役

平成10年４月 教育研修部長

平成12年４月 第１営業本部第２営業部長 
平成14年３月 営業本部第２営業部長(現任) 
平成17年５月 常務取締役海外事業部長(現任) 

常務取締役 
営業本部 

第１営業部長兼
教育研修部長 

野 中 正 道 昭和29年１月25日生

昭和52年３月 当社入社

5

平成６年６月 生産本部長兼製造部長

平成６年６月 取締役

平成10年４月 営業部九州地区本部長

平成12年４月 第１営業本部第１営業部長 
平成14年３月 営業本部第１営業部長(現任) 
平成17年５月 常務取締役教育研修部長(現任) 

取締役 営業本部 
第３営業部長 宮   光 正 昭和17年５月11日生

昭和36年７月 「紀三也」入店

10

昭和53年５月 当社入社

昭和57年11月 関西第一地区本部長

昭和59年12月 取締役(現任)

平成10年４月 営業部副部長

平成12年４月 第１営業本部第３営業部長 
平成14年３月 営業本部第３営業部長(現任) 

取締役 管理部長 村 上 武 敏 昭和17年８月13日生

昭和41年４月 柏井紙業株式会社入社

5
昭和60年12月 当社入社、事務管理部長

平成３年６月 取締役(現任)

平成11年３月 管理部長(現任)

取締役 
営業本部 

第４営業部長兼
東京地区本部長 

渡 辺 直 人 昭和30年８月19日生

昭和54年３月 当社入社

2

昭和59年12月 営業部次長

平成２年４月 東京地区エリアマネージャー 
平成15年１月 営業本部第１営業部副部長兼東京

地区本部長 
平成16年６月 取締役(現任)

平成17年５月 営業本部第４営業部長兼東京地区

本部長(現任) 



  

(注) 監査役 詫間由也、林秀春及び森澤一之は社外監査役であります。 

  

６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】 

当社は、コーポレート・ガバナンスが有効に機能することが求められる中、株主に対し一層の経営の透明性を高め

るため、公正な経営を実現することを目指しております。また、経営の基本方針を実現するために、経営上の組織体

制の整備や必要な施策の実施を経営上重要な課題の一つと位置付けております。 

(1) 会社の機関の内容、リスク管理体制及び内部統制システムの整備の状況 

当社のコーポレート・ガバナンス体制及び内部統制体制の模式図は次の通りです。 

  

 
  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
(千株) 

取締役 生産管理部長兼 
久御山工場長 藤 木 敏 夫 昭和30年３月４日生

昭和50年12月 当社入社 

3

昭和60年12月 西野山工場長 

平成８年10月 久御山工場長 

平成13年１月 生産管理部長兼久御山工場長 

(現任) 

平成16年６月 取締役(現任) 

取締役 相談役 加 藤 梅 子 大正14年２月21日生 

昭和42年12月 中華料理店「王将」入店 

809

昭和49年７月 取締役 

昭和56年７月 監査役 

昭和60年８月 常勤監査役 

平成２年６月 取締役 

平成３年６月 相談役(現任) 

平成５年12月 財団法人加藤朝雄国際奨学財団理

事長(現任) 

平成18年６月 取締役(現任) 

監査役 
(常勤)   詫 間 由 也 大正13年３月31日生

昭和34年３月 司法書士業開業 
3

平成７年６月 当社監査役(現任) 

監査役   林   秀 春 昭和８年11月24日生

平成４年７月 高松国税局長 

4平成５年10月 税理士開業 

平成６年６月 当社監査役(現任) 

監査役   森 澤 一 之 昭和16年１月21日生

平成12年５月 株式会社ジャパンメンテナンス監

査役就任 
―

平成13年２月 同社監査役辞任 

平成14年６月 当社監査役(現任) 

計 1,102



取締役会は９名で構成され、社外取締役は選任しておりません。なお、平成18年６月29日開催の定時株主総会で取
締役を１名増員しております。監査役会は３名で構成され、３名とも社外監査役で内１名が常勤であります。また、
監査役は取締役会にすべて出席し、取締役会の経営の透明性・意思決定及び業務執行の適法性をチェックするととも
に必要に応じて意見を述べます。また内部監査室を設置しており、逐次必要な内部監査を実施しております。公認会
計士監査は監査法人トーマツに依頼しております。また企業経営及び日常の業務に関して、弁護士などの社外の専門
家から必要に応じて経営判断上のアドバイスを受ける体制をとっております。 
  
取締役会の戦略決定及び業務監査機能を確実なものとし、経営環境の変化に機敏に対応できる体制の強化に努めて
おります。 
なお、コンプライアンスの強化・徹底を推し進めていくために、社内業務のチェックなどを図り、意識の向上を図
っております。特に外食業界に求められる環境問題については専門の部署を設置し、コンプライアンスの徹底を図っ
ております。 
  
(2) 役員報酬の内容 
当社の取締役及び監査役に対する報酬等の内容は次のとおりであります。 

  

(注) １ 当社には、社外取締役及び社内監査役はおりません。 
２ 取締役に関しては、第18回定時株主総会(平成４年６月26日)決議；月額30百万円以内、ただし、使用人兼務取締役の使用
人給与相当額は含まない。 

３ 監査役に関しては、第16回定時株主総会(平成２年６月28日)決議；月額2.5百万円以内 
４ 上記以外に使用人兼務取締役に対する使用人給与(賞与含む)６名、64百万円を支給しております。 

  

(3) 監査報酬の内容 
当社の監査法人トーマツに対する報酬の内容は次のとおりであります。 

  

  

(4) 内部監査及び監査役監査の組織 
内部統制システムとして内部監査室を設置しており、人員は２名で、全ての工場・店舗を対象として金銭類取扱
監査や安全衛生監査等を実施し、監査結果を代表取締役社長へ報告を行うとともに、業務の改善に向けた具体的な
助言・勧告を通じ、コンプライアンスに係る指導を行っております。 
内部監査及び監査役監査につきましては、監査法人トーマツと連携をとりながら監査を実施しております。 

  

(5) 会社と会社の社外取締役及び社外監査役の人的関係、資本的関係または取引関係その他の利害関係の概要 
社外取締役は選任しておりません。社外監査役については該当事項はありません。 

  

(6) 会計監査の状況 
当社は、商法に基づく会計監査人及び証券取引法に基づく会計監査は、監査法人トーマツと監査契約を結び監査
をうけております。同監査法人及び当社監査に従事する同監査法人の業務執行社員と当社の間には、特別の利害関
係はありません。 

区分 

取締役 監査役 計 

支給人員
(名) 

支給額 
(百万円) 

支給人員
(名) 

支給額
(百万円) 

支給人員 
(名) 

支給額 
(百万円) 

定款又は株主総会決議
に基づく報酬 

9 145 3 15 12 161

計 ― 145 ― 15 ― 161

区分 支払額

公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬 24百万円

上記以外の報酬 ―百万円

１ 業務を執行した公認会計士の氏名 
   指定社員 業務執行社員 安藤 泰蔵
   指定社員 業務執行社員 山田 美樹
   指定社員 業務執行社員 尾仲 伸之
２ 監査業務に係わる補助者の構成 
   公認会計士 ５名 
   会計士補   ４名 



第５ 【経理の状況】 

１ 連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令第28号。以

下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

  

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度(平成16年４月１日から平成17年３月31日まで)及

び前事業年度(平成16年４月１日から平成17年３月31日まで)並びに当連結会計年度(平成17年４月１日から平成18年３

月31日まで)及び当事業年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)の連結財務諸表及び財務諸表について、監

査法人トーマツにより監査を受けております。 

  



１ 【連結財務諸表等】 

(1) 【連結財務諸表】 

① 【連結貸借対照表】 

  

  
前連結会計年度
(平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(資産の部)     

Ⅰ 流動資産     

１ 現金及び預金  3,005 2,705  

２ 売掛金  120 87  

３ たな卸資産  217 227  

４ 繰延税金資産  211 864  

５ 短期貸付金  23 36  

６ その他  1,276 954  

貸倒引当金  △2 △3  

流動資産合計  4,852 10.0 4,872 10.3

Ⅱ 固定資産     

(1) 有形固定資産     

１ 建物及び構築物 31,607 32,592    

減価償却累計額 18,697 12,910 19,309 13,283  

２ 機械装置及び運搬具 1,789 1,770    

減価償却累計額 1,598 190 1,575 195  

３ 工具器具及び備品 2,662 2,592    

減価償却累計額 2,295 367 2,234 358  

４ 土地 ※３  20,754 20,632  

５ 建設仮勘定  96 156  

有形固定資産合計  34,319 70.6 34,626 73.3

(2) 無形固定資産     

１ その他  94 98  

無形固定資産合計  94 0.2 98 0.2

(3) 投資その他の資産     

１ 投資有価証券  816 2,644  

２ 長期貸付金  4,730 274  

３ 繰延税金資産  2,454 423  

４ 差入保証金  3,933 3,874  

５ 投資不動産 ※2.3  515 ―  

６ その他  745 747  

貸倒引当金  △3,889 △291  

投資その他の資産合計  9,305 19.2 7,673 16.2

固定資産合計  43,719 90.0 42,399 89.7

資産合計  48,572 100.0 47,272 100.0

      



  

  

  
前連結会計年度
(平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(負債の部)     

Ⅰ 流動負債     

１ 買掛金  1,059 1,125  

２ 一年内償還予定の社債  1,325 1,565  

３ 短期借入金  100 280  

４ 一年内返済予定 
  の長期借入金 

 6,069 5,253  

５ 未払法人税等  132 55  

６ 賞与引当金  384 428  

７ その他  2,492 2,523  

流動負債合計  11,563 23.8 11,231 23.8

Ⅱ 固定負債     

１ 社債  4,312 3,577  

２ 長期借入金  9,767 7,693  

３ 退職給付引当金  386 407  

４ 預り保証金  580 561  

５ 土地再評価に係る 
  繰延税金負債 

※３  62 1,076  

６ その他  1,079 595  

固定負債合計  16,189 33.3 13,912 29.4

負債合計  27,753 57.1 25,143 53.2

      

(資本の部)     

Ⅰ 資本金 ※４  8,166 16.8 8,166 17.3

Ⅱ 資本剰余金  9,027 18.6 9,027 19.1

Ⅲ 利益剰余金  9,261 19.1 8,793 18.6

Ⅳ 土地再評価差額金 ※３  △5,407 △11.1 △3,910 △8.3

Ⅴ その他有価証券評価差額金  116 0.2 458 1.0

Ⅵ 為替換算調整勘定  ― ― 10 0.0

Ⅶ 自己株式 ※５  △346 △0.7 △416 △0.9

資本合計  20,818 42.9 22,128 46.8

負債・資本合計  48,572 100.0 47,272 100.0

      



② 【連結損益計算書】 

  

  
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高  43,217 100.0 45,791 100.0

Ⅱ 売上原価  13,481 31.2 14,082 30.8

売上総利益  29,735 68.8 31,709 69.2

Ⅲ 販売費及び一般管理費     

１ 荷造運搬費 795 851    

２ 広告宣伝費 604 661    

３ 販売促進費 1,892 2,256    

４ 貸倒引当金繰入額 7 6    

５ 役員報酬 127 161    

６ 給与及び賞与 5,479 5,740    

７ 雑給 ※１ 5,685 6,128    

８ 賞与引当金繰入額 372 416    

９ 退職給付費用 126 88    

10 福利厚生費 1,725 1,899    

11 公租公課 294 294    

12 減価償却費 1,340 1,480    

13 賃借料 2,463 2,692    

14 水道光熱費 2,156 2,301    

15 修繕費 313 327    

16 その他 1,109 24,495 56.7 1,151 26,457 57.8

営業利益  5,239 12.1 5,251 11.4

Ⅳ 営業外収益     

１ 受取利息 6 6    

２ 投資有価証券売却益 2 ―    

３ 受取地代家賃 30 52    

４ ＦＣ加盟料等 ※２ 89 96    

５ 雑収入 99 227 0.5 118 274 0.6

Ⅴ 営業外費用     

１ 支払利息 606 377    

２ 雑損失 235 841 1.9 139 516 1.1

経常利益  4,625 10.7 5,009 10.9

Ⅵ 特別利益     

１ 固定資産売却益 ※３ ― 2    

２ 投資有価証券売却益 ― 199    

３ 受取立退料 ― 138    

４ 収用補償金 121 121 0.3 100 441 1.0

      

Ⅶ 特別損失     

１ 固定資産除却損 ※４ 281 349    

２ 固定資産売却損 ※５ 87 13    

３ 減損損失 ※６ 2,505 185    

４ 事業撤退損 ― 704    

５ 役員退職慰労金 291 ―    

６ 投資有価証券評価損 17 ―    

７ その他 68 3,251 7.5 11 1,264 2.8

税金等調整前当期純利益  1,495 3.5 4,186 9.1

法人税、住民税 
及び事業税 

797 654    

法人税等調整額 43 841 2.0 2,159 2,813 6.1

当期純利益  654 1.5 1,372 3.0
        



③ 【連結剰余金計算書】 

  

  

  
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 

(資本剰余金の部)  

Ⅰ 資本剰余金期首残高 9,026 9,027

Ⅱ 資本剰余金増加高  

 １ 自己株式処分差益 0 0 0 0

Ⅲ 資本剰余金期末残高 9,027 9,027

(利益剰余金の部)  

Ⅰ 利益剰余金期首残高 9,436 9,261

Ⅱ 利益剰余金増加高  

 １ 当期純利益 654 654 1,372 1,372

Ⅲ 利益剰余金減少高  

 １ 配当金 346 344  

 ２ 土地再評価差額金取崩額 483 829 1,496 1,840

Ⅳ 利益剰余金期末残高 9,261 8,793

      



④ 【連結キャッシュ・フロー計算書】 
  

   
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー    

 １ 税金等調整前当期純利益  1,495 4,186 

 ２ 減価償却費  1,546 1,642 

 ３ 減損損失  2,505 185 

 ４ 事業撤退損  ― 704 

 ５ 貸倒引当金の増加額  7 6 

 ６ 退職給付引当金の増加額  66 20 

 ７ 受取利息及び受取配当金  △15 △24 

 ８ 投資有価証券売却益  △2 △199 

 ９ 支払利息  606 377 

 10 投資有価証券評価損  17 ― 

 11 収用補償金  △121 △100 

 12 固定資産売却損益  87 10 

 13 固定資産除却損  281 349 

 14 たな卸資産の増加額  △35 △10 

 15 仕入債務の増加額  246 65 

 16 未払消費税等の増減額  38 △53 

 17 その他  280 343 

    小計  7,004 7,505 

 18 利息及び配当金の受取額  15 24 

 19 利息の支払額  △604 △382 

 20 法人税等の支払額  △2,029 △857 

   営業活動によるキャッシュ・フロー  4,386 6,289 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー    

 １ 定期預金の減少額  166 2 

 ２ 有形固定資産の取得による支出  △2,286 △2,983 

 ３ 有形固定資産の売却による収入  9 30 

 ４ 収用補償金の受取による収入  87 70 

 ５ 投資有価証券の取得による支出  ― △1,302 

 ６ 投資有価証券の売却による収入  35 248 

 ７ 貸付けによる支出  △36 △111 

 ８ 貸付金の回収による収入  40 539 

 ９ 差入保証金の差入による支出  △295 △219 

 10 投資不動産の売却による収入  47 860 

 11 その他  168 △96 

   投資活動によるキャッシュ・フロー  △2,063 △2,962 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー    

 １ 短期借入金の純増加額(△は純減少)  △1,260 180 

 ２ 長期借入れによる収入  2,200 4,128 

 ３ 長期借入金の返済による支出  △10,853 △7,017 

 ４ 社債の発行による収入  3,932 893 

 ５ 社債の償還による支出  △625 △1,395 

 ６ 自己株式の取得による支出  △165 △70 

 ７ 配当金の支払額  △346 △344 

 ８ その他  0 0 

   財務活動によるキャッシュ・フロー  △7,116 △3,625 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額  ― 0 

Ⅴ 現金及び現金同等物の減少額  △4,793 △297 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高  7,715 2,921 

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高  2,921 2,624 
      



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 
  

項目 
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ 連結の範囲に関する事項  子会社はすべて連結されており、当

該連結子会社は㈱キングランド及び当

連結会計年度に設立した大連餃子的王

将餐飲有限公司２社であります。 

 子会社はすべて連結されており、当

該連結子会社は㈱キングランド及び王

将餃子(大連)餐飲有限公司２社であり

ます。なお、当期中に株式会社キング

ランドの清算を結了しました。このた

め、株式会社キングランドについては

結了時までの損益計算書について連結

しております。 

２ 持分法の適用に関する事

項 

 該当事項はありません。 同左 

３ 連結子会社の事業年度等

に関する事項 

 ㈱キングランドの決算日は連結決算

日と同一であります。大連餃子的王将

餐飲有限公司の決算日は12月31日であ

ります。 

 なお、大連餃子的王将餐飲有限公司

は当連結決算日現在開業準備中であり

ます。 

 王将餃子(大連)餐飲有限公司の決算

日は12月31日であります。連結財務諸

表を作成するに当たっては同日現在の

財務諸表を使用し、連結決算日との間

に生じた重要な取引については、連結

上必要な調整を行っております。 

４ 会計処理基準に関する事

項 

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方

法 

 ① 有価証券 

   その他有価証券 

    時価のあるもの 

    …期末日の市場価格等に基づ

く時価法(評価差額は全部

資本直入法により処理し、

売却原価は移動平均法によ

り算定) 

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方

法 

 ① 有価証券 

   その他有価証券 

    時価のあるもの 

同左 

      時価のないもの 

    …移動平均法による原価法 

    時価のないもの 

同左 

   ② たな卸資産 総平均法による原

価法 

         なお、一部の貯蔵

品は最終仕入原価

法 

 ② たな卸資産 

同左 

   ③ デリバティブ 

    …時価法 

 ③ デリバティブ 

同左 

  (2) 重要な減価償却資産の減価償却の

方法 

 ① 有形固定資産 

   主として定率法 

   なお、主な耐用年数は次のとお

りであります。 

建物及び構築物 10年～31年

機械装置及び運搬具 ６年～９年

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の

方法 

 ① 有形固定資産 

同左 

   ② 無形固定資産 

   定額法 

   なお、自社利用のソフトウェア

については、社内における利用可

能期間(５年)に基づく定額法。 

 ② 無形固定資産 

同左 

   ③ 投資不動産(建物) 

   定額法 

   なお、主な耐用年数は39～40年

であります。 

 ③     ――― 

  (3) 重要な繰延資産の処理方法 

   社債発行費は支出時に全額費用

として処理しております。 

(3) 重要な繰延資産の処理方法 

同左 



  

項目 
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

  (4) 重要な引当金の計上基準 
 ① 貸倒引当金 
   債権の貸倒れによる損失に備え
るため、一般債権については、貸
倒実績率により、貸倒懸念債権等
特定の債権については個別に回収
可能性を検討し、回収不能見込額
を計上しております。 

(4) 重要な引当金の計上基準 
 ① 貸倒引当金 

同左 

   ② 賞与引当金 
   従業員及びパートタイマーに支

給する賞与に充てるため、当連結
会計年度に負担すべき支給見込額
を計上しております。 

 ② 賞与引当金 
同左 

  

   ③ 退職給付引当金 
   従業員の退職給付に備えるた
め、当連結会計年度末における退
職給付債務及び年金資産の見込額
に基づき計上しております。 

   数理計算上の差異については、
その発生時の従業員の平均残存勤
務期間以内の一定の年数(３年)に
よる按分額を翌連結会計年度より
費用処理することとしておりま
す。 

 ③ 退職給付引当金 
   従業員の退職給付に備えるた
め、当連結会計年度末における退
職給付債務及び年金資産の見込額
に基づき計上しております。 

   数理計算上の差異については、
その発生時の従業員の平均残存勤
務期間以内の一定の年数(３年)に
よる按分額を翌連結会計年度より
損益処理することとしておりま
す。 

  ――― (5) 重要な外貨建の資産又は負債の本
邦通貨への換算の基準 

  在外子会社の資産・負債は決算日
の直物為替相場により円貨に換算
し、収益及び費用は期中平均相場に
より円貨に換算し、換算差額は資本
の部における為替換算調整勘定に含
めております。 

  (5) 重要なリース取引の処理方法 
  リース物件の所有権が借主に移転
すると認められるもの以外のファイ
ナンス・リース取引については、通
常の賃貸借取引に係る方法に準じた
会計処理によっております。 

(6) 重要なリース取引の処理方法 
同左 

  (6) 重要なヘッジ会計の方法 
 ① ヘッジ会計の方法 
   繰延ヘッジ処理によっておりま
す。なお、ヘッジ会計の要件を満
たす金利スワップについては、特
例処理を採用しております。 

(7) 重要なヘッジ会計の方法 
 ① ヘッジ会計の方法 

同左 

   ② ヘッジ手段とヘッジ対象 
   ヘッジ手段…… 
   金利スワップ取引 
   ヘッジ対象…… 
   長期借入金の金利に関してキャ

ッシュ・フローが固定されその
変動が回避されるもの。 

 ② ヘッジ手段とヘッジ対象 
   ヘッジ手段…… 

同左 
   ヘッジ対象…… 

同左 

   ③ ヘッジ方針 
   デリバティブ取引は資金調達コ

ストの低減及び将来発生する可能
性のある市場変動リスク回避の目
的でキャッシュ・フローの一部を
ヘッジ(固定化)するために金利ス
ワップ取引を行っております。 

   デリバティブ取引の実行及び管
理は稟議決裁を経て、金利変動リ
スクをヘッジしております。 

 ③ ヘッジ方針 
同左 



  

  

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 
  

  

項目 
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

   ④ ヘッジ有効性評価の方法 

   ヘッジ開始時から有効性判定時

点までの期間において、ヘッジ手

段のキャッシュ・フローの変動額

の累計額とヘッジ対象のキャッシ

ュ・フローの変動額の累計額を比

較して両者の変動額の累計を基礎

に有効性の判定をしております。 

 ④ ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

  (7) 消費税等の会計処理方法 

  税抜方式によっております。 

(8) 消費税等の会計処理方法 

同左 

  (8) 連結納税制度の採用 

  連結納税制度を採用しておりま

す。 

(9) 連結納税制度の採用 

  当期中に子会社株式会社キングラ

ンドを清算したことにより、連結納

税制度を取り止めております。 

５ 連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項 

 連結子会社の資産及び負債の評価に

ついては、全面時価評価法を採用して

おります。 

同左 

６ 連結調整勘定の償却に関

する事項 

 該当事項はありません。 同左 

７ 利益処分項目等の取扱い

に関する事項 

 連結剰余金計算書は、連結会社の利

益処分について連結会計年度中に確定

した利益処分に基づいて作成しており

ます。 

同左 

８ 連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲 

 連結キャッシュ・フロー計算書にお

ける資金(現金及び現金同等物)は、手

許現金、随時引き出し可能な預金及び

容易に換金可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスクしか負わな

い取得日から３ヶ月以内に償還期限の

到来する短期投資からなっておりま

す。 

同左 

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

固定資産の減損に係る会計基準 

 固定資産の減損に係る会計基準(「固定資産の減損に

係る会計基準の設定に関する意見書」(企業会計審議会

平成14年８月９日))及び「固定資産の減損に係る会計基

準の適用指針」(企業会計基準適用指針第６号 企業会

計基準委員会 平成15年10月31日)が平成16年３月31日

に終了する連結会計年度に係る連結財務諸表から適用で

きることになったことに伴い、当連結会計年度から同会

計基準及び同適用指針を適用しております。これにより

税金等調整前当期純利益は2,505百万円減少しておりま

す。 

 なお、減損損失累計額については、各資産の金額から

直接控除しております。 

――― 



表示方法の変更 

  

  

注記事項 

(連結貸借対照表関係) 

  

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

前連結会計年度において営業外収益に区分掲記していた

「受取保険配当金」は営業外収益の100分の10以下とな

ったため、当連結会計年度により営業外収益の「雑収

入」に含めて表示しております。なお、当連結会計年度

における「受取保険配当金」の金額は0百万円でありま

す。 

――― 

前連結会計年度
(平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(平成18年３月31日) 

 １ 保証債務等 

   下記フランチャイズ加盟店の金融機関からの借入

に対し、保証予約を行っております。 

表  敏夫 40百万円

大城 招光 36 

㈱岡 24 

唐津 努 22 

計 124百万円

 １ 保証債務等 

   下記フランチャイズ加盟店の金融機関からの借入

に対し、保証予約を行っております。 

大城 招光 33百万円

表  敏夫 33 

唐津 努 21 

㈱岡 16 

計 104百万円

※２ 投資不動産 

建物減価償却累計額 9百万円

※２         ――― 

※３ 土地の再評価に関する法律(平成10年３月31日公

布法律第34号)及び「土地の再評価に関する法律

の一部を改正する法律」(平成13年３月31日公布

法律第19号)に基づき、事業用土地の再評価を行

い、当該再評価差額に係る税金相当額を「土地再

評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計上

し、「土地再評価差額金」を資本の部に計上して

おります。 

   再評価の方法 

    土地の再評価に関する法律施行令(平成10年３

月31日公布政令第119号)第２条第４号に定める

地価税法(平成３年法律第69号)第16条に規定す

る地価税の課税価格の計算の基礎となる土地の

価額を算定するために、国税庁長官が定めて公

表した方法により算出した価額に基づいて、奥

行価格補正等合理的な調整を行って算出してお

ります。 

   再評価を行った年月日 平成14年３月31日 

再評価を行った土地の期末における時価と再評価

後の帳簿価額との差額 

△5,415百万円

※３ 土地の再評価に関する法律(平成10年３月31日公

布法律第34号)及び「土地の再評価に関する法律

の一部を改正する法律」(平成13年３月31日公布

法律第19号)に基づき、事業用土地の再評価を行

い、当該再評価差額に係る税金相当額を「土地再

評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計上

し、「土地再評価差額金」を資本の部に計上して

おります。 

   再評価の方法 

    土地の再評価に関する法律施行令(平成10年３

月31日公布政令第119号)第２条第４号に定める

地価税法(平成３年法律第69号)第16条に規定す

る地価税の課税価格の計算の基礎となる土地の

価額を算定するために、国税庁長官が定めて公

表した方法により算出した価額に基づいて、奥

行価格補正等合理的な調整を行って算出してお

ります。 

   再評価を行った年月日 平成14年３月31日 

再評価を行った土地の期末における時価と再評価

後の帳簿価額との差額 

△6,330百万円

※４ 当社の発行済株式総数は普通株式23,286,230株で

あります。 

※４ 当社の発行済株式総数は普通株式23,286,230株で

あります。 

※５ 当社の保有する自己株式の数は普通株式342,760

株であります。 

※５ 当社の保有する自己株式の数は普通株式386,971

株であります。 



(連結損益計算書関係) 

  

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

※１ 直営店舗等のパートタイマーに対する給与及び賞

与であります。 

※１          同左 

    

※２ 本報告書の「経営上の重要な契約」に記載するフ

ランチャイズ基本契約及び営業委託契約に基づく

加盟料、加盟更新料及び営業手数料であります。 

※２          同左 

    

※３         ――― ※３ 固定資産売却益の内訳 

機械装置及び運搬具 2百万円

    

※４ 固定資産除却損の内訳 

建物及び構築物 205百万円

建物等撤去費用 54 

その他 22 

合計 281 

※４ 固定資産除却損の内訳 

建物及び構築物 226百万円

建物等撤去費用 99 

その他 23 

合計 349 

    

※５ 固定資産売却損の内訳 

投資不動産売却損 66百万円

店舗売却損 20 

機械装置及び運搬具売却損 0 

合計 87 

※５ 固定資産売却損の内訳 

店舗売却損 13百万円

    

※６ 減損損失 

   当社グループは以下の減損損失を計上しておりま

す。 

   資産のグルーピングは、主として店舗単位とし、

また投資不動産等については物件単位としており

ます。このうち、営業損益または収益性が悪化し

ている店舗及び投資不動産等について、帳簿価額

を回収可能価額まで減額し、減損損失2,505百万

円(建物505百万円、土地181百万円、投資不動産

1,753百万円、その他64百万円)を計上しました。

なお、店舗用資産の回収可能価額は主に使用価値

により測定し、割引率は５％を用いております。

また、投資不動産等の回収可能価額は正味売却価

額により測定し、正味売却価額は主として売却予

定額に基づき算定しております。 

地域 用途 種類 
減損損失
(百万円) 

関西地区 店舗３店舗 
土地及び 
建物等 

299

中部地区 店舗１店舗 建物等 41

中国地区 店舗３店舗 建物等 144

九州地区 店舗５店舗 
土地及び 
建物等 

246

その他 
賃貸用不動産 
遊休不動産 

投資
不動産等 

1,773

合計 2,505

※６ 減損損失 

   当社グループは以下の減損損失を計上しておりま

す。 

   投資不動産については資産のグルーピングを物件

単位とし、収益性が悪化している物件について、

帳簿価額を回収可能価額まで減額し、減損損失

185百万円を計上しました。なお、投資不動産の

回収可能額は正味売却価額により測定しており、

正味売却価額は主として売却予定額に基づき算定

しております。 

地域 用途 種類 
減損損失 
(百万円) 

福岡県
朝倉市他 

賃貸用不動産
投資
不動産 

185 



(連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

  

(リース取引関係) 

  

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 3,005百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △83百万円

現金及び現金同等物 2,921百万円

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 2,705百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △80百万円

現金及び現金同等物 2,624百万円

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

  
機械装置 
及び運搬具 
(百万円) 

工具器具 
及び備品 
(百万円) 

合計 
(百万円) 

取得価額 
相当額 

353 1,684 2,037

減価償却 
累計額相当額 

112 559 671

期末残高 
相当額 

240 1,125 1,365

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

機械装置
及び運搬具
(百万円) 

工具器具 
及び備品 
(百万円) 

合計 
(百万円) 

取得価額
相当額 

428 2,183 2,612 

減価償却
累計額相当額

177 909 1,086 

期末残高
相当額 

251 1,274 1,525 

   (注) 取得価額相当額は、未経過リース料期末残

高が有形固定資産の期末残高等に占める割

合が低いため、支払利子込み法により算定

しております。 

   (注) 取得価額相当額は、未経過リース料期末残

高が有形固定資産の期末残高等に占める割

合が低いため、支払利子込み法により算定

しております。 

２ 未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 384百万円 

１年超 981  

合計 1,365  

２ 未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 482百万円 

１年超 1,043  

合計 1,525  

   (注) 未経過リース料期末残高相当額は、未経過

リース料期末残高が有形固定資産の期末残

高等に占める割合が低いため、支払利子込

み法によっています。 

   (注) 未経過リース料期末残高相当額は、未経過

リース料期末残高が有形固定資産の期末残

高等に占める割合が低いため、支払利子込

み法によっています。 

３ 支払リース料、減価償却費相当額 

支払リース料 329百万円 

減価償却費相当額 329  

３ 支払リース料、減価償却費相当額 

支払リース料 451百万円 

減価償却費相当額 451  

４ 減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっています。 

４ 減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっています。 



(有価証券関係) 

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

有価証券 

  

１ その他有価証券で時価のあるもの(平成17年３月31日) 

(連結貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの) 

  

(連結貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの) 

(注) 取得原価は減損処理額17百万円控除後の金額であります。 

   なお、減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損処理を行い、30％以

上50％未満下落した場合には、回復可能性等を考慮して必要と認められた額について減損処理を行っております。 

  

２ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

  

３ 時価のない主な「有価証券」の内容及び連結貸借対照表計上額(平成17年３月31日) 

その他有価証券 

  

    
取得原価 
(百万円) 

  
連結貸借対照表 
計上額(百万円) 

  
差額 

(百万円) 

(1) 株式   96  357  260

(2) 債券   ―  ―  ―

(3) その他   10  10  0

計   106  367  261

(1) 株式   312  247  △64

(2) 債券   ―  ―  ―

(3) その他   1  1  △0

計   313  248  △64

売却額 
(百万円) 

  
売却益の合計 
(百万円) 

  
売却損の合計 
(百万円) 

35  2  0

㈱みずほフィナンシャルグループ優先株式 200百万円



当連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

有価証券 

  

１ その他有価証券で時価のあるもの(平成18年３月31日) 

(連結貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの) 

  

(連結貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの) 

(注) 当連結会計年度において、減損処理したものはありません。 

   なお、減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損処理を行い、30％以

上50％未満下落した場合には、回復可能性等を考慮して必要と認められた額について減損処理を行っております。 

  

２ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

  

３ 時価のない主な「有価証券」の内容及び連結貸借対照表計上額(平成18年３月31日) 

その他有価証券 

  

    
取得原価 
(百万円) 

  
連結貸借対照表 
計上額(百万円) 

  
差額 

(百万円) 

(1) 株式   1,657  2,429  771

(2) 債券   ―  ―  ―

(3) その他   ―  ―  ―

計   1,657  2,429  771

(1) 株式   14  13  △0

(2) 債券   ―  ―  ―

(3) その他   1  1  △0

計   15  15  △0

売却額 
(百万円) 

  
売却益の合計 
(百万円) 

  
売却損の合計 
(百万円) 

248  199  ―

㈱みずほフィナンシャルグループ優先株式 200百万円



(デリバティブ取引関係) 

前連結会計年度 

１ 取引の状況に関する事項 

  

  

２ 取引の時価等に関する事項 

当連結会計年度末においてデリバティブ取引の契約額等はなく、該当事項はありません。 

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

① 取引の内容及び利用目的等 

  長期借入金及び短期借入金の金利上昇リスクのヘッジを目的として金利スワップ

取引を行っております。 

  なお、デリバティブ取引を利用してヘッジ会計を行っております。ヘッジ手段と

ヘッジ対象、ヘッジ方針、ヘッジの有効性の評価方法などについては、連結財務諸

表作成のための基本となる重要な事項(6)重要なヘッジ会計の方法に記載のとおり

であります。 

② 取引に対する取組方針 

  デリバティブ取引は資金調達コストの低減及び将来発生する可能性のある市場変

動リスク回避の目的でのみ行い、投機目的の取引は行わない方針であります。 

③ 取引に係るリスクの内容 

  金利スワップ取引においては市場金利の変動によるリスクを有しております。 

  また、金利スワップ取引の契約先は信用度の高い国内の銀行であるため、相手先

の契約不履行による信用リスクはほとんどないと判断しております。 

④ 取引に係るリスク管理体制 

  デリバティブ取引の実行及び管理は稟議決裁を経て提出会社の経理部にて行って

おります。 



当連結会計年度 

１ 取引の状況に関する事項 

  

  

２ 取引の時価等に関する事項 

当連結会計年度末においてデリバティブ取引の契約額等はなく、該当事項はありません。 

  

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

① 取引の内容及び利用目的等 

  借入金の金利上昇リスクのヘッジを目的として金利スワップ取引を行っておりま

す。 

  なお、デリバティブ取引を利用してヘッジ会計を行っております。ヘッジ手段と

ヘッジ対象、ヘッジ方針、ヘッジの有効性の評価方法などについては、連結財務諸

表作成のための基本となる重要な事項(6)重要なヘッジ会計の方法に記載のとおり

であります。 

② 取引に対する取組方針 

  デリバティブ取引は資金調達コストの低減及び将来発生する可能性のある市場変

動リスク回避の目的でのみ行い、投機目的の取引は行わない方針であります。 

③ 取引に係るリスクの内容 

  金利スワップ取引においては市場金利の変動によるリスクを有しております。 

  また、金利スワップ取引の契約先は信用度の高い国内の銀行であるため、相手先

の契約不履行による信用リスクはほとんどないと判断しております。 

④ 取引に係るリスク管理体制 

  デリバティブ取引の実行及び管理は稟議決裁を経て提出会社の経理部にて行って

おります。 



(退職給付関係) 

  

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

(1) 採用している退職給付制度の概要 

   当社は従業員退職金の全部について、確定給付型

の制度として適格退職年金制度を採用しておりま

す。 

(1) 採用している退職給付制度の概要 

   当社は従業員退職金の全部について、確定給付型

の制度として適格退職年金制度を採用しておりま

す。 

    

(2) 退職給付債務に関する事項  (平成17年３月31日) 

退職給付債務 △809百万円

年金資産 498百万円

未積立退職給付債務 △311百万円

未認識数理計算上の差異 △75百万円

退職給付引当金 △386百万円

(2) 退職給付債務に関する事項  (平成18年３月31日) 

退職給付債務 △876百万円

年金資産 655百万円

未積立退職給付債務 △221百万円

未認識数理計算上の差異 △185百万円

退職給付引当金 △407百万円

(3) 退職給付費用に関する事項(自 平成16年４月１日

至 平成17年３月31日) 

勤務費用 94百万円

利息費用 12百万円

期待運用収益 △6百万円

数理計算上の差異の費用処理額 29百万円

退職給付費用 128百万円

(3) 退職給付費用に関する事項(自 平成17年４月１日

至 平成18年３月31日) 

勤務費用 94百万円

利息費用 12百万円

期待運用収益 △7百万円

数理計算上の差異の損益処理額 △8百万円

退職給付費用 90百万円

(4) 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

  退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

  割引率 1.5％

  期待運用収益率 1.5％

  数理計算上の差異の処理年数 ３年

(4) 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

 割引率 1.5％

 期待運用収益率 1.5％

 数理計算上の差異の処理年数 ３年



(税効果会計関係) 

  

  

前連結会計年度
(平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(平成18年３月31日) 

(1) 繰延税金資産及び繰延税金負債の原因別の内訳 

① 流動の部  

  繰延税金資産  

   未払事業税 16百万円

   賞与引当金 155百万円

   その他 39百万円

  繰延税金資産合計 211百万円

(1) 繰延税金資産及び繰延税金負債の原因別の内訳 

① 流動の部  

  繰延税金資産  

   繰越欠損金 641百万円

   未払事業税 6百万円

   賞与引当金 173百万円

   その他 42百万円

  繰延税金資産合計 864百万円

② 固定の部  

  繰延税金資産  

   貸倒引当金 1,976百万円

   固定資産の減価償却費 344百万円

   減損損失累計額 324百万円

   関係会社欠損金に係る 
   地方税相当額 

129百万円

   退職給付引当金 156百万円

   投資有価証券 16百万円

   ゴルフ会員権 14百万円

  繰延税金資産小計 2,962百万円

   評価性引当額 △212百万円

  繰延税金資産合計 2,750百万円

  繰延税金負債  

   固定資産圧縮積立金等 186百万円

   保険差益積立金 23百万円

   その他有価証券評価差額金 79百万円

   その他 5百万円

  繰延税金負債合計 295百万円

   

  繰延税金資産の純額 2,454百万円
  

② 固定の部  

  繰延税金資産  

   貸倒引当金 119百万円

   固定資産の減価償却費 454百万円

   減損損失累計額 246百万円

   退職給付引当金 165百万円

   投資有価証券 9百万円

   ゴルフ会員権 14百万円

  繰延税金資産小計 1,008百万円

   評価性引当額 △65百万円

  繰延税金資産合計 943百万円

  繰延税金負債  

   固定資産圧縮積立金等 185百万円

   保険差益積立金 21百万円

   その他有価証券評価差額金 312百万円

  繰延税金負債合計 519百万円

   

  繰延税金資産の純額 423百万円

(2) 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間の差異原因 

法定実効税率 40.5％

(調整)  

 住民税均等割 9.6％

 評価性引当額の増加 5.2％

 その他 0.9％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 56.2％

(2) 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間の差異原因 

法定実効税率 40.5％

(調整)  

 連結納税制度の離脱による税金負担増 13.8％

 交際費等 10.5％

 住民税均等割 3.6％

 評価性引当額の減少 △1.4％

 収用等の特別控除 △0.5％

 その他 0.7％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 67.2％



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

事業の種類として「中華事業」及び「その他」に区分しておりますが、当連結会計年度は、全セグメント

の売上高の合計、営業利益及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める「中華事業」の割合がいずれも

90％を超えているため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

当連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

事業の種類として「中華事業」及び「その他」に区分しておりますが、当連結会計年度は、全セグメント

の売上高の合計、営業利益及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める「中華事業」の割合がいずれも

90％を超えているため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

  

【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

本国以外の国又は、地域に所在する連結子会社の事業所の売上高の合計及び資産の合計がそれぞれ全セグ

メントの売上高及び資産の合計の10％未満のため、記載を省略しております。 

当連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

本国以外の国又は、地域に所在する連結子会社の事業所の売上高の合計及び資産の合計がそれぞれ全セグ

メントの売上高及び資産の合計の10％未満のため、記載を省略しております。 

  

【海外売上高】 

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

海外売上高がないため、該当事項はありません。 

当連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

海外売上高が連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。 

  



【関連当事者との取引】 

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

役員及び個人主要株主等 

  

(取引条件及び取引条件の決定方針等) 

支払家賃は近隣の取引実勢に基づいて決定しております。 

(注) 取引金額には消費税等は含まれておりません。 

  

当連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

役員及び個人主要株主等 

  

(取引条件及び取引条件の決定方針等) 

支払家賃は近隣の取引実勢に基づいて決定しております。 

(注) 取引金額には消費税等は含まれておりません。 

  

属性 氏名 住所 資本金 
事業の内容 
又は職業 

議決権等の
被所有割合 

関係内容

取引の内容 取引金額 科目 期末残高
役員の
兼任等 

事業上
の関係 

主要 
株主 

加藤 潔 ― ― 当社相談役 直接13.2％ ― ―
社宅の賃借
家賃の支払

13百万円 差入保証金 ３百万円

主要 
株主 

加藤欣吾 ― ― 当社相談役 直接14.1％ ― ―
社宅の賃借
家賃の支払

13百万円 差入保証金 ３百万円

属性 氏名 住所 資本金 
事業の内容 
又は職業 

議決権等の
被所有割合 

関係内容

取引の内容 取引金額 科目 期末残高
役員の
兼任等 

事業上
の関係 

主要 
株主 

加藤 潔 ― ― 当社相談役 直接13.1％ ― ―
社宅の賃借
家賃の支払

10百万円 差入保証金 ３百万円

主要 
株主 

加藤欣吾 ― ― 当社相談役 直接14.1％ ― ―
社宅の賃借
家賃の支払

10百万円 差入保証金 ３百万円



(１株当たり情報) 

  

  

(注) １株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりである。 

  

  

(重要な後発事象) 

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１株当たり純資産額 907円39銭 １株当たり純資産額 966円34銭

１株当たり当期純利益 28円47銭 １株当たり当期純利益 59円85銭

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

28円44銭
潜在株式調整後
１株当たり当期純利益 

59円62銭

  
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

(１株当たり当期純利益)  

当期純利益(百万円) 654 1,372

普通株式に係る当期純利益(百万円) 654 1,372

期中平均株式数(千株) 22,991 22,928

   

(潜在株式調整後１株当たり
 当期純利益) 

 

普通株式増加数(千株) 19 90

(うち新株予約権(千株)) 19 90

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

―――  当社は、平成18年４月中(４日、７日、12日)及び５月

24日に、平成18年４月中(３日、６日、11日)及び５月23

日開催の取締役会の決議をもって大阪証券取引所のＪ―

ＮＥＴ市場(終値取引)により自己株式を取得いたしまし

た。 

  

(1) 理由       ：経営環境の変化に対応した機

動的な資本政策を遂行するた

め 

(2) 取得した株式の種類：普通株式 

(3) 取得した株式の数 ：４月取得  324,000株 

           ：５月取得 1,100,000株 

(4) 株式取得価額の総額：４月取得  649百万円 

           ：５月取得 2,117百万円 

           合計 1,424,000株 

           合計 2,766百万円 



⑤ 【連結附属明細表】 

ａ 【社債明細表】 
  

  
(注) １ 当期末残高欄の( )内は、１年以内償還予定の金額であります。 

２ 連結決算日後５年内における１年ごとの償還予定額は次のとおりであります。 
  

  

ｂ 【借入金等明細表】 
  

  
(注) １ 「平均利率」については、借入金の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。 

２ 長期借入金(１年以内に返済予定のものを除く。)の連結決算日後５年内における返済予定額は以下のとおりであります。

  

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

会社名 銘柄 発行年月日 
前期末残高
(百万円) 

当期末残高
(百万円) 

利率
(％) 

担保 償還期限

㈱王将フード 
サービス(当社) 

第２回無担保 
私募普通社債 

平成15年 
３月28日 

300
200
(100)

0.48 無担保 
平成20年
３月28日 

〃 
第３回無担保 
私募普通社債 

平成15年 
６月25日 

850
750
(100)

0.38 無担保 
平成22年
６月25日 

〃 
第４回無担保 
私募普通社債 

平成15年 
６月25日 

350
250
(100)

1.00 無担保 
平成20年
６月25日 

〃 
第５回無担保 
私募普通社債 

平成15年 
９月５日 

387
312
(75)

0.93 無担保 
平成22年
９月３日 

〃 
第６回無担保 
私募普通社債 

平成16年 
６月10日 

1,800
1,400
(400)

６ヶ月
TIBOR 
＋0.2 

無担保 
平成21年
６月10日 

〃 
第７回無担保 
私募普通社債 

平成16年 
９月28日 

450
350
(100)

６ヶ月
TIBOR 
＋0.288 

無担保 
平成21年
９月28日 

〃 
第８回無担保 
私募普通社債 

平成16年 
10月29日 

1,000
800
(200)

６ヶ月
TIBOR 
＋0.15 

無担保 
平成21年
10月29日 

〃 
第９回無担保 
私募普通社債 

平成17年 
３月31日 

500
250
(250)

６ヶ月
TIBOR 
＋0.124 

無担保 
平成19年
３月31日 

〃 
第10回無担保 
私募普通社債 

平成17年 
６月22日 

―
330
(140)

６ヶ月
TIBOR 
＋0.1 

無担保 
平成20年
６月22日 

〃 
第11回無担保 
私募普通社債 

平成17年 
10月31日 

―
500
(100)

６ヶ月
TIBOR 
＋0.091 

無担保 
平成22年
10月31日 

合計 ― ― 5,637
5,142
(1,565)

― ― ― 

１年以内 
(百万円) 

１年超２年以内 
(百万円) 

２年超３年以内
(百万円) 

３年超４年以内
(百万円) 

４年超５年以内 
(百万円) 

1,565 1,315 1,075 725 462

区分 
前期末残高 
(百万円) 

当期末残高
(百万円) 

平均利率
(％) 

返済期限 

短期借入金 100 280 0.60 ― 

１年以内に返済予定の長期借入金 6,069 5,253 2.25 ― 

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く。) 

9,767 7,693 2.02
平成19年４月 
から 

平成22年11月 

その他の有利子負債 ― ― ― ― 

計 15,936 13,226 ― ― 

  
１年超２年以内 
(百万円) 

２年超３年以内
(百万円) 

３年超４年以内
(百万円) 

４年超５年以内 
(百万円) 

長期借入金 4,658 2,175 650 208



２ 【財務諸表等】 

(1) 【財務諸表】 

① 【貸借対照表】 
  

  
第31期

(平成17年３月31日) 
第32期 

(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(資産の部)     

Ⅰ 流動資産     

１ 現金及び預金  2,928 2,667  

２ 売掛金  148 87  

３ 商品  19 21  

４ 製品  49 58  

５ 原材料  139 139  

６ 貯蔵品  7 7  

７ 前払費用  243 259  

８ 繰延税金資産  211 864  

９ 未収入金  948 632  

10 その他  112 90  

貸倒引当金  △2 △3  

流動資産合計  4,807 9.9 4,825 10.2

Ⅱ 固定資産     

(1) 有形固定資産     

１ 建物 27,223 28,353    

減価償却累計額 15,826 11,396 16,503 11,850  

２ 構築物 4,173 4,238    

減価償却累計額 2,763 1,410 2,805 1,433  

３ 機械及び装置 1,636 1,613    

減価償却累計額 1,466 170 1,454 158  

４ 車両及び運搬具 152 157    

減価償却累計額 132 20 120 37  

５ 工具器具及び備品 2,637 2,587    

減価償却累計額 2,280 356 2,234 353  

６ 土地 ※５  20,424 20,632  

７ 建設仮勘定  96 156  

有形固定資産合計  33,875 69.7 34,622 73.2

(2) 無形固定資産     

１ ソフトウェア  57 61  

２ 施設利用権  37 37  

無形固定資産合計  94 0.2 98 0.2



  

  
第31期

(平成17年３月31日) 
第32期 

(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(3) 投資その他の資産    

１ 投資有価証券  816 2,644  

２ 関係会社株式  0 ―  

３ 関係会社出資金  ― 130  

４ 長期貸付金  141 274  

５ 関係会社長期貸付金  5,791 ―  

６ 長期前払費用  261 195  

７ 繰延税金資産  2,446 423  

８ 差入保証金  3,834 3,874  

９ 投資不動産 ※4,5  515 ―  

10 その他  483 491  

貸倒引当金  △4,497 △291  

投資その他の資産合計  9,792 20.2 7,743 16.4

固定資産合計  43,763 90.1 42,464 89.8

資産合計  48,571 100.0 47,289 100.0

      

(負債の部)     

Ⅰ 流動負債     

１ 買掛金  1,053 1,125  

２ 一年内償還予定の社債  1,325 1,565  

３ 短期借入金  100 280  

４ 一年以内返済予定の 
長期借入金 

 6,069 5,253  

５ 未払金  822 843  

６ 未払費用  811 865  

７ 未払法人税等  131 55  

８ 前受金  30 39  

９ 預り金  60 76  

10 前受収益  2 3  

11 賞与引当金  384 428  

12 設備未払金  745 695  

13 その他  1 0  

流動負債合計  11,538 23.8 11,231 23.8

Ⅱ 固定負債     

１ 社債  4,312 3,577  

２ 長期借入金  9,767 7,693  

３ 退職給付引当金  386 407  

４ 土地再評価に係る 
繰延税金負債 

※５  62 1,076  

５ 預り保証金  580 561  

６ 長期未払金  1,069 595  

固定負債合計  16,179 33.3 13,912 29.4

負債合計  27,717 57.1 25,143 53.2

        



  

  

  
第31期

(平成17年３月31日) 
第32期 

(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(資本の部)     

Ⅰ 資本金 ※１  8,166 16.8 8,166 17.3

Ⅱ 資本剰余金     

１ 資本準備金 9,026 9,026    

２ その他資本剰余金     

(1) 自己株式処分差益 0 0    

資本剰余金合計  9,027 18.6 9,027 19.1

Ⅲ 利益剰余金     

１ 利益準備金 940 940    

２ 任意積立金     

(1) 特別償却準備金 10 7    

(2) 保険差益積立金 36 34    

(3) 固定資産圧縮積立金 286 274    

(4) 別途積立金 7,300 7,300    

３ 当期未処分利益 722 264    

利益剰余金合計  9,296 19.1 8,821 18.6

Ⅳ 土地再評価差額金 ※５  △5,407 △11.1 △3,910 △8.3

Ⅴ その他有価証券評価差額金  116 0.2 458 1.0

Ⅵ 自己株式 ※６  △346 △0.7 △416 △0.9

資本合計  20,853 42.9 22,146 46.8

負債・資本合計  48,571 100.0 47,289 100.0

        



② 【損益計算書】 

  

  
第31期

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

第32期 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高  42,710 100.0 45,454 100.0

Ⅱ 売上原価     

１ 商品製品期首棚卸高 56 69    

２ 当期商品仕入高 1,761 1,927    

３ 当期製品製造原価 11,671 12,106    

合計 13,489 14,102    

４ 商品製品期末棚卸高 69 13,420 31.4 80 14,022 30.8

売上総利益  29,290 68.6 31,432 69.2

Ⅲ 販売費及び一般管理費     

１ 荷造・運搬費 794 850    

２ 広告宣伝費 601 658    

３ 販売促進費 1,861 2,236    

４ 貸倒引当金繰入額 7 6    

５ 役員報酬 127 161    

６ 給与及び賞与 5,270 5,608    

７ 雑給 ※１ 5,685 6,128    

８ 賞与引当金繰入額 372 416    

９ 退職給付費用 126 88    

10 福利厚生費 1,725 1,899    

11 公租公課 292 293    

12 減価償却費 1,327 1,471    

13 賃借料 2,383 2,640    

14 水道光熱費 2,106 2,262    

15 修繕費 307 322    

16 その他 1,059 24,050 56.3 1,127 26,171 57.6

営業利益  5,239 12.3 5,261 11.6

Ⅳ 営業外収益     

１ 受取利息 14 11    

２ 受取配当金 9 18    

３ 投資有価証券売却益 2 ―    

４ 受取地代家賃 30 52    

５ ＦＣ加盟料等 ※２ 89 96    

６ 雑収入 88 234 0.5 99 278 0.6

Ⅴ 営業外費用     

１ 支払利息 585 356    

２ 社債利息 20 21    

３ 雑損失 235 841 2.0 130 508 1.1

経常利益  4,632 10.8 5,031 11.1



  

  

製造原価明細書 

  

  

(脚注) 

  

  
第31期

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

第32期 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅵ 特別利益     

１ 固定資産売却益 ※３ ― 2    

２ 貸倒引当金戻入益 ― 412    

３ 投資有価証券売却益 ― 199    

４ 受取立退料 ― 138    

５ 収用補償金 121 121 0.3 100 853 1.8

Ⅶ 特別損失     

１ 固定資産除却損 ※４ 279 349    

２ 固定資産売却損 ※５ 87 13    

３ 減損損失 ※６ 2,485 185    

４ 役員退職慰労金 291 ―    

５ 投資有価証券評価損 17 ―    

６ その他 65 3,227 7.5 11 559 1.2

税引前当期純利益  1,526 3.6 5,325 11.7

法人税、住民税 
及び事業税 

785 1,808    

法人税等調整額 35 821 1.9 2,151 3,959 8.7

当期純利益  705 1.7 1,365 3.0

前期繰越利益  500 395  

土地再評価差額金取崩額  △483 △1,496  

当期未処分利益  722 264  

        

  
第31期

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

第32期 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 構成比(％) 金額(百万円) 構成比(％)

Ⅰ 材料費 10,876 93.2 11,284 93.2

Ⅱ 労務費 324 2.8 302 2.5

Ⅲ 経費 ※２ 470 4.0 518 4.3

当期製品製造原価 11,671 100.0 12,106 100.0

       

第31期 第32期

 １ 原価計算の方法 

組別総合原価計算を採用しております。なお、当

社は生鮮品を加工しており、仕掛品はありません。 

  

 １ 原価計算の方法 

同左 

  

※２ このうち主なもの 

(1) 減価償却費 127百万円

(2) 水道光熱費 115百万円

※２ このうち主なもの 

(1) 減価償却費 113百万円

(2) 水道光熱費 127百万円



③ 【利益処分計算書】 

  

(注) 日付は株主総会承認年月日であります。 

  

  
第31期

(平成17年６月29日) 
第32期 

(平成18年６月29日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 当期未処分利益  722 264

Ⅱ 任意積立金取崩額   

１ 特別償却準備金取崩額  2 2  

２ 保険差益積立金取崩額  2 2  

３ 固定資産圧縮積立金 
取崩額 

 11 6  

４ 別途積立金取崩額  ― 16 500 511

合計  739 776

Ⅲ 利益処分額   

１ 配当金  344 344 572 572

Ⅳ 次期繰越利益  395 203

    



重要な会計方針 

  

区分 
第31期

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

第32期 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ 有価証券の評価基準及び

評価方法 

子会社株式 

  …移動平均法による原価法 

その他有価証券 

 時価のあるもの 

  …期末日の市場価格等に基づく時

価法(評価差額は全部資本直入

法により処理し、売却原価は移

動平均法により算定) 

 時価のないもの 

  …移動平均法による原価法 

  

――― 

  

その他有価証券 

 時価のあるもの 

同左 

  

  

  

 時価のないもの 

同左 

２ デリバティブ等の評価基

準及び評価方法 

デリバティブ 

 ……時価法 

デリバティブ 

同左 

３ 棚卸資産の評価基準及び

評価方法 

商品・製品・原材料・貯蔵品 

 ……総平均法による原価法。なお、

一部の貯蔵品は最終仕入原価

法。 

  

商品・製品・原材料・貯蔵品 

同左 

４ 固定資産の減価償却の方

法 

(1) 有形固定資産 

  定率法 

  なお、主な耐用年数は以下のとお

りであります。 

建物 15～31年

構築物 10～20年

機械装置 ８～９年

(1) 有形固定資産 

  定率法 

  なお、主な耐用年数は以下のとお

りであります。 

建物 10～31年

構築物 10～20年

機械装置 ８～９年

  (2) 無形固定資産 

  定額法 

  なお、自社利用のソフトウェアに

ついては、社内における利用可能期

間(５年)に基づく定額法。 

(2) 無形固定資産 

同左 

  (3) 長期前払費用 

  期間を基準に償却 

(3) 長期前払費用 

同左 

  (4) 投資不動産(建物) 

  定額法 

  なお、主な耐用年数は39～40年で

あります。 

(4)      ――― 

５ 繰延資産の処理方法 社債発行費は支出時に全額費用として

処理しております。 

同左 

６ 引当金の計上基準 1) 貸倒引当金 

  債権の貸倒れによる損失に備える

ため、一般債権については、貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能性を

検討し、回収不能見込額を計上して

おります。 

1) 貸倒引当金 

同左 

  2) 賞与引当金 

  従業員及びパートタイマーに支給

する賞与に充てるため、当期に負担

すべき支給見込額を計上しておりま

す。 

2) 賞与引当金 

同左 



  

区分 
第31期

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

第32期 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

  3) 退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備えるため、

当事業年度末における退職給付債務

及び年金資産の見込額に基づき計上

しております。 

  数理計算上の差異については、そ

の発生時の従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数(３年)による按

分額を翌事業年度より費用処理する

こととしております。 

  

3) 退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備えるため、

当事業年度末における退職給付債務

及び年金資産の見込額に基づき計上

しております。 

  数理計算上の差異については、そ

の発生時の従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数(３年)による按

分額を翌事業年度より損益処理する

こととしております。 

  

７ リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。 

  

同左 

８ ヘッジ会計の方法 ① ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理によっておりま

す。なお、ヘッジ会計の要件を満

たす金利スワップについては、特

例処理を採用しております。 

① ヘッジ会計の方法 

同左 

  ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

  ヘッジ手段 

  金利スワップ取引 

  ヘッジ対象 

  長期借入金の金利に関してキャッ

シュ・フローが固定されその変動

が回避されるもの。 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

  ヘッジ手段 

同左 

  ヘッジ対象 

同左 

  ③ ヘッジ方針 

  デリバティブ取引は資金調達コス

トの低減及び将来発生する可能性

のある市場変動リスク回避の目的

でキャッシュ・フローの一部をヘ

ッジ(固定化)するために金利スワ

ップ取引を行っております。 

  デリバティブ取引の実行及び管理

は稟議決裁を経て、金利変動リス

クをヘッジしております。 

③ ヘッジ方針 

同左 

  ④ ヘッジ有効性評価の方法 

  ヘッジ開始時から有効性判定時点

までの期間において、ヘッジ手段

のキャッシュ・フローの変動額の

累計額とヘッジ対象のキャッシ

ュ・フローの変動額の累計額を比

較して両者の変動額の累計を基礎

に有効性の判定をしております。 

  

④ ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

９ 消費税等の会計処理方法 税抜方式によっております。 

  

同左 

10 連結納税制度の採用 連結納税制度を採用しております。 

  

当期中に子会社株式会社キングランド

を清算したことにより、連結納税制度

を取り止めております。 

  



会計方針の変更 

  

  

表示方法の変更 

  

  

第31期 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

第32期
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

固定資産の減損に係る会計基準 

 固定資産の減損に係る会計基準(「固定資産の減損に

係る会計基準の設定に関する意見書」(企業会計審議会

平成14年８月９日))及び「固定資産の減損に係る会計基

準の適用指針」(企業会計基準適用指針第６号 平成15

年10月31日)が平成16年３月31日に終了する事業年度に

係る財務諸表から適用できることになったことに伴い、

当事業年度から同会計基準及び同適用指針を適用してお

ります。これにより税引前当期純利益は2,485百万円減

少しております。 

 なお、減損損失累計額については、当該各資産の金額

から直接控除しております。 

――― 

第31期 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

第32期
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

 前事業年度において営業外収益に区分掲記していた

「受取保険配当金」は、営業外収益の100分の10以下と

なったため、当事業年度より営業外収益の「雑収入」に

含めて表示しております。なお、当事業年度における

「受取保険配当金」の金額は0百万円であります。 

――― 

 前事業年度まで流動資産の「その他」に含めて表示し

ておりました「未収入金」は、当事業年度において総資

産の100分の１を超えたため区分掲記することに変更い

たしました。なお、前年度の流動資産の「その他」に含

まれている「未収入金」は30百万円であります。 

――― 



注記事項 

(貸借対照表関係) 

  

  

第31期 
(平成17年３月31日) 

第32期
(平成18年３月31日) 

※１ 授権株式数 

    普通株式 

 

47,000千株

   発行済株式総数 

    普通株式 

 

23,286千株

※１ 授権株式数 

    普通株式 

  

47,000千株 

   発行済株式総数 

    普通株式 

  

23,286千株 

 ２ 配当制限 

   商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時

価を付したことにより増加した純資産額は116百万

円であります。 

 ２ 配当制限 

   商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時

価を付したことにより増加した純資産額は458百万

円であります。 

 ３ 保証債務等 

   フランチャイズ加盟店の金融機関からの借入に対

し、保証予約を行っております。 

表  敏夫 40百万円

大城 招光 36 

㈱岡 24 

唐津 努 22 

計 124百万円

 ３ 保証債務等 

   フランチャイズ加盟店の金融機関からの借入に対

し、保証予約を行っております。 

大城 招光 33百万円

表  敏夫 33 

唐津 努 21 

㈱岡 16 

計 104百万円

※４ 投資不動産 

建物減価償却累計額 9百万円

※４         ――― 

※５ 土地の再評価に関する法律(平成10年３月31日公

布法律第34号)及び「土地の再評価に関する法律の

一部を改正する法律」(平成13年３月31日公布法律

第19号)に基づき、事業用土地の再評価を行い、当

該再評価差額に係る税金相当額を「土地再評価に係

る繰延税金負債」として負債の部に計上し、「土地

再評価差額金」を資本の部に計上しております。 

   再評価の方法 

    土地の再評価に関する法律施行令(平成10年３

月31日公布政令第119号)第２条第４号に定める地

価税法(平成３年法律第69号)第16条に規定する地

価税の課税価格の計算の基礎となる土地の価額を

算定するために、国税庁長官が定めて公表した方

法により算出した価額に基づいて、奥行価格補正

等合理的な調整を行って算出しております。 

   再評価を行った年月日 平成14年３月31日 

再評価を行った土地の期末における時価と再評価

後の帳簿価額との差額 

△5,415百万円

※５ 土地の再評価に関する法律(平成10年３月31日公

布法律第34号)及び「土地の再評価に関する法律の

一部を改正する法律」(平成13年３月31日公布法律

第19号)に基づき、事業用土地の再評価を行い、当

該再評価差額に係る税金相当額を「土地再評価に係

る繰延税金負債」として負債の部に計上し、「土地

再評価差額金」を資本の部に計上しております。 

   再評価の方法 

    土地の再評価に関する法律施行令(平成10年３

月31日公布政令第119号)第２条第４号に定める地

価税法(平成３年法律第69号)第16条に規定する地

価税の課税価格の計算の基礎となる土地の価額を

算定するために、国税庁長官が定めて公表した方

法により算出した価額に基づいて、奥行価格補正

等合理的な調整を行って算出しております。 

   再評価を行った年月日 平成14年３月31日 

再評価を行った土地の期末における時価と再評価

後の帳簿価額との差額 

△6,330百万円

※６ 当社の保有する自己株式の数は普通株式342,760

株であります。 

※６ 当社の保有する自己株式の数は普通株式386,971

株であります。 



(損益計算書関係) 

  

  

第31期 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

第32期
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

※１ 直営店舗等のパートタイマーに対する給与及び賞

与であります。 

※１          同左 

    

※２ 本報告書の「経営上の重要な契約」に記載するフ

ランチャイズ基本契約及び営業委託契約に基づく加

盟料、加盟更新料及び営業手数料であります。 

※２          同左 

  

    

※３         ――― ※３ 固定資産売却益の内訳 

車両及び運搬具 2百万円

    

※４ 固定資産除却損の内訳 

建物 174百万円

構築物 28 

建物等撤去費用 54 

その他 22 

合計 279 

※４ 固定資産除却損の内訳 

建物 201百万円

構築物 24 

建物等撤去費用 99 

その他 23 

合計 349 

    

※５ 固定資産売却損の内訳 

投資不動産売却損 66百万円

店舗売却損 20 

車両及び運搬具売却損 0 

合計 87 

※５ 固定資産売却損の内訳 

店舗売却損 13百万円

    

※６ 減損損失 

   当社は以下の減損損失を計上しております。 

  

   資産のグルーピングは、主として店舗単位とし、

また投資不動産については物件単位としておりま

す。このうち、営業損益または収益性が悪化してい

る店舗及び投資不動産について、帳簿価額を回収可

能価額まで減額し、減損損失2,485百万円(建物505

百万円、土地161百万円、投資不動産1,753百万円、

その他64百万円)を計上しました。なお、店舗用資

産の回収可能価額は主に使用価値により測定してお

り、割引率は５％を用いております。また、投資不

動産の回収可能価額は正味売却価額により測定して

おり、正味売却価額は主として売却予定額に基づき

算定しております。 

地域 用途 種類 
減損損失
(百万円) 

関西地区 店舗３店舗 
土地及び 
建物等 

299

中部地区 店舗１店舗 建物等 41

中国地区 店舗３店舗 建物等 144

九州地区 店舗５店舗 
土地及び 
建物等 

246

その他 賃貸用不動産 
投資
不動産 

1,753

合計 2,485

※６ 減損損失 

   当社は以下の減損損失を計上しております。 

   投資不動産については資産のグルーピングを物件

単位とし、収益性が悪化している物件について、帳

簿価額を回収可能価額まで減額し、減損損失185百

万円を計上しました。なお、投資不動産の回収可能

価額は正味売却価額により測定しており、正味売却

価額は主として売却予定額に基づき算定しておりま

す。 

地域 用途 種類 
減損損失 
(百万円) 

福岡県
朝倉市 

賃貸用不動産
投資
不動産 

185 



(リース取引関係) 

  

  

(有価証券関係) 

  

  

第31期 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

第32期
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

  
機械及び 
装置 
(百万円) 

工具器具 
及び備品 
(百万円) 

合計 
(百万円) 

取得価額 
相当額 

353 1,661 2,014

減価償却 
累計額相当額 

112 553 665

期末残高 
相当額 

240 1,108 1,349

機械及び
装置 
(百万円) 

工具器具 
及び備品 
(百万円) 

合計 
(百万円) 

取得価額
相当額 

428 2,183 2,612 

減価償却
累計額相当額

177 909 1,086 

期末残高
相当額 

251 1,274 1,525 

  (注) 取得価額相当額は、未経過リース料期末残高

が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法によっています。 

  (注) 取得価額相当額は、未経過リース料期末残高

が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法によっています。 

２ 未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 379百万円 

１年超 969 

合計 1,349 

２ 未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 482百万円 

１年超 1,043 

合計 1,525 

  (注) 未経過リース料期末残高相当額は、未経過リ

ース料期末残高が有形固定資産の期末残高等

に占める割合が低いため、支払利子込み法に

よっています。 

  (注) 未経過リース料期末残高相当額は、未経過リ

ース料期末残高が有形固定資産の期末残高等

に占める割合が低いため、支払利子込み法に

よっています。 

３ 支払リース料、減価償却費相当額 

支払リース料 324百万円 

減価償却費相当額 324 

３ 支払リース料、減価償却費相当額 

支払リース料 448百万円 

減価償却費相当額 448 

４ 減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっています。 

４ 減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっています。 

第31期 
(平成17年３月31日) 

第32期
(平成18年３月31日) 

子会社株式で時価のあるものはありません。 ――― 



(税効果会計関係) 

  

  
  

第31期 
(平成17年３月31日) 

第32期
(平成18年３月31日) 

(1) 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

 ① 流動の部 

   繰延税金資産 

     未払事業税 16百万円 

     賞与引当金 155百万円 

     その他 39百万円 

    繰延税金資産合計 211百万円 
  

(1) 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

 ① 流動の部 

   繰延税金資産 

     繰越欠損金 641百万円 

     未払事業税 6百万円 

     賞与引当金 173百万円 

     その他 42百万円 

    繰延税金資産合計 864百万円 

 ② 固定の部 

   繰延税金資産 

  

     貸倒引当金 1,943百万円 

     固定資産の減価償却費 335百万円 

     減損損失累計額 316百万円 

     退職給付引当金 156百万円 

     投資有価証券 16百万円 

     関係会社株式 24百万円 

     ゴルフ会員権 14百万円 

     繰延税金資産小計 2,806百万円 

     評価性引当額 △65百万円 

    繰延税金資産合計 2,741百万円 

   繰延税金負債   

     固定資産圧縮積立金等 186百万円 

     保険差益積立金 23百万円 

     その他有価証券評価差額金 79百万円 

     その他 5百万円 

    繰延税金負債合計 295百万円 

    繰延税金資産の純額 2,446百万円 

 ② 固定の部 

   繰延税金資産 

  

  

     貸倒引当金 119百万円 

     固定資産の減価償却費 454百万円 

     減損損失累計額 246百万円 

     退職給付引当金 165百万円 

     投資有価証券 9百万円 

     ゴルフ会員権 14百万円 

     繰延税金資産小計 1,008百万円 

     評価性引当額 △65百万円 

    繰延税金資産合計 943百万円 

   繰延税金負債   

     固定資産圧縮積立金等 185百万円 

     保険差益積立金 312百万円 

     その他有価証券評価差額金 21百万円 

    繰延税金負債合計 519百万円 

    繰延税金資産の純額 423百万円 

(2) 法定実効税率と、税効果会計適用後の法人税等の負

担率との間の差異原因 

   法定実効税率 40.5％ 

   (調整)   

    住民税均等割 9.4％ 

    評価性引当額の増加 4.3％ 

    収用等の特別控除 △1.3％ 

    その他 0.9％ 

   税効果会計適用後の法人税 
   等の負担率 

53.8％ 
  

(2) 法定実効税率と、税効果会計適用後の法人税等の負

担率との間の差異原因 

   法定実効税率 40.5％ 

   (調整)   

   連結納税制度の離脱による
    税金負担増 

23.4％ 

    交際費等 8.0％ 

    住民税均等割 2.9％ 

   収用等の特別控除 △0.4％ 

    その他 0.0％ 

  税効果会計適用後の法人税
   等の負担率 

74.4％ 
  



(１株当たり情報) 

  

  

(注) １株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりである。 

  

  

(重要な後発事象) 

  

項目 
第31期

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

第32期 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１株当たり純資産額 908円89銭 967円12銭

１株当たり当期純利益 30円67銭 59円57銭

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

30円65銭 59円34銭

  
第31期

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

第32期 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

(１株当たり当期純利益)  

当期純利益(百万円) 705 1,365

普通株式に係る当期純利益
(百万円) 

705 1,365

期中平均株式数(千株) 22,991 22,928

   

(潜在株式調整後１株当たり
 当期純利益) 

 

普通株式増加数(千株) 19 90

(うち新株予約権(千株)) 19 90

第31期 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

第32期
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

―――  当社は、平成18年４月中(４日、７日、12日)及び５月

24日に、平成18年４月中(３日、６日、11日)及び５月23

日開催の取締役会の決議をもって大阪証券取引所のＪ―

ＮＥＴ市場(終値取引)により自己株式を取得いたしまし

た。 

  

(1) 理由       ：経営環境の変化に対応した機

動的な資本政策を遂行するた

め 

(2) 取得した株式の種類：普通株式 

(3) 取得した株式の数 ：４月取得  324,000株 

           ：５月取得 1,100,000株 

(4) 株式取得価額の総額：４月取得  649百万円 

           ：５月取得 2,117百万円 

           合計 1,424,000株 

           合計 2,766百万円 



④ 【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

  

  

【その他】 

  

  

銘柄 株式数(株) 貸借対照表計上額(百万円) 

(投資有価証券)   

その他有価証券   

アリアケジャパン㈱ 534,284 1,875 

㈱みずほフィナンシャルグループ 200 200 

㈱びわこ銀行 576,703 194 

三井トラスト・ 
ホールディングス㈱ 

54,900 94 

日本毛織㈱ 55,000 59 

㈱Ｔ＆Ｄホールディングス 5,700 52 

竹菱電機㈱ 57,200 48 

㈱ニッセン 17,100 33 

㈱りそなホールディングス 70 28 

㈱三菱ＵＦＪフィナンシャル・ 
グループ 

9 17 

その他５銘柄 5,395 38 

計 1,306,562 2,643 

種類及び銘柄 投資口数等(口) 貸借対照表計上額(百万円) 

(投資有価証券)   

その他有価証券   

(投資信託受益証券)   

証券投資信託受益証券(１銘柄) 1,434,781 1 

計 1,434,781 1 



【有形固定資産等明細表】 

  

(注) １ 当期増加額の主なものは、次のとおりであります。 

   建物 

    新店舗(黒瀬北店他18店舗)、改装等及び子会社からの店舗の譲渡によるものであります。 

   建設仮勘定 

    新店舗(黒瀬北店他18店舗)、改装等によるものであります。 

２ 当期減少額の主なものは、次のとおりであります。 

   建物 

    店舗及びその他施設の除却及び店舗の売却によるものであります。 

３ 長期前払費用の当期償却額は、販売費及び一般管理費の賃借料及びその他に計上しております。 

４ 無形固定資産の金額が資産の総額の１％以下であるため、「前期末残高」「当期増加額」及び「当期減少額」の記載を省

略しております。 

  

資産の種類 
前期末残高
(百万円) 

当期増加額 
(百万円) 

当期減少額
(百万円) 

当期末残高
(百万円) 

当期末減価
償却累計額 
又は償却累 
計額(百万円)

当期償却額 
(百万円) 

差引当期末
残高 
(百万円) 

有形固定資産       

 建物 27,223 1,939 808 28,353 16,503 1,249 11,850

 構築物 4,173 226 160 4,238 2,805 176 1,433

 機械及び装置 1,636 25 49 1,613 1,454 33 158

 車両及び運搬具 152 29 24 157 120 10 37

 工具器具及び備品 2,637 131 181 2,587 2,234 110 353

 土地 20,424 234 26 20,632 ― ― 20,632

 建設仮勘定 96 2,938 2,877 156 ― ― 156

有形固定資産計 56,343 5,524 4,128 57,740 23,118 1,579 34,622

無形固定資産       

 ソフトウェア ― ― ― 95 33 19 61

 施設利用権 ― ― ― 70 33 4 37

無形固定資産計 ― ― ― 165 66 24 98

長期前払費用 323 19 82 260 64 24 195

繰延資産       

― ― ― ― ― ― ― ―

繰延資産計 ― ― ― ― ― ― ―



【資本金等明細表】 

  

(注) １ 当期末における自己株式は386,971株であります。 

２ その他資本剰余金の増加の原因は自己株式の処分によるものであります。 

３ 任意積立金の減少の原因は前期決算の利益処分によるものであります。 

  

【引当金明細表】 

  

(注) 貸倒引当金の「当期減少額(その他)」欄の金額は債権回収による取崩額であります。 

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

資本金 (百万円) 8,166 ― ― 8,166

資本金のうち 
既発行株式 

普通株式 (株) (23,286,230) (―) (―) (23,286,230)

普通株式 (百万円) 8,166 ― ― 8,166

計 (株) (23,286,230) (―) (―) (23,286,230)

計 (百万円) 8,166 ― ― 8,166

資本準備金及び 
その他資本剰余金 

(資本準備金)      

株式払込剰余金 (百万円) 9,026 ― ― 9,026

(その他資本剰余金)      

自己株式処分差益 (百万円) 0 0 ― 0

計 (百万円) 9,027 0 ― 9,027

利益準備金及び 
任意積立金 

(利益準備金) (百万円) 940 ― ― 940

(任意積立金)      

特別償却準備金 (百万円) 10 ― 2 7

保険差益積立金 (百万円) 36 ― 2 34

固定資産圧縮 
積立金 

(百万円) 286 ― 11 274

別途積立金 (百万円) 7,300 ― ― 7,300

計 (百万円) 8,573 ― 16 8,556

区分 
前期末残高 
(百万円) 

当期増加額
(百万円) 

当期減少額
(目的使用) 
(百万円) 

当期減少額
(その他) 
(百万円) 

当期末残高 
(百万円) 

貸倒引当金 4,500 6 3,798 413 294

賞与引当金 384 428 384 ― 428



(2) 【主な資産及び負債の内容】 

(a) 資産の部 

イ 現金及び預金 

  

  

ロ 売掛金 

(イ)相手先別内訳 

  

  

(ロ)売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 
  

(注) 上記の当期発生高には消費税等が含まれております。 

  

区分 金額(百万円)

現金 119

預金の種類  

当座預金 1,837

普通預金 629

定期預金 80

預金の種類計 2,547

合計 2,667

相手先 金額(百万円)

㈱ペルゴ 15

大城 招光 12

㈱大松 2

㈱三河王将 2

㈲千楽 1

その他 51

合計 87

前期繰越高 
  
(Ａ) 
(百万円) 

当期発生高 
  
(Ｂ) 
(百万円) 

当期回収高
  
(Ｃ) 
(百万円) 

次期繰越高
  
(Ｄ) 
(百万円) 

回収率(％)
  

(Ｃ)
×100

(Ａ)＋(Ｂ)

滞留期間 
(Ａ)＋(Ｄ) 
２ 
(Ｂ) 
365 

148 5,376 5,438 87 98.42 8.00



ハ 商品 

  

  

ニ 製品 
  

  

品名 金額(百万円)

酒類 11

清涼飲料水等 10

合計 21

品名 金額(百万円)

店舗 18

工場  

 肉加工品 7

 タレ類 12

 餃子類 10

 麺類 5

 その他 3

合計 58



ホ 原材料 

  

  

ヘ 貯蔵品 

  

  

品名 金額(百万円)

主要材料  

肉類 23

野菜 10

魚介類 3

油 5

米 10

小麦粉 3

その他 21

主要材料計 77

補助材料  

調味料 20

包材 10

その他 31

補助材料計 62

合計 139

品名 金額(百万円)

店舗用資材 7

合計 7



ト 差入保証金 

  

  

(b) 負債の部 

イ 買掛金 

  

  

区分 金額(百万円)

店舗 3,705

駐車場 40

寮等 128

合計 3,874

相手先 金額(百万円)

㈱田中米穀 113

㈱若葉商会 107

日本ハム㈱ 91

アリアケジャパン㈱ 64

㈲葱和 50

その他 698

合計 1,125



ロ 一年以内返済予定の長期借入金 

  

  

ハ 社債             3,577百万円 

内訳は１ 連結財務諸表等(1) 連結財務諸表⑤ 連結附属明細表 社債明細表に記載しております。 

  

ニ 長期借入金 

  

  

借入先 金額(百万円)

中央三井信託銀行㈱ 820

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 690

㈱滋賀銀行 529

㈱りそな銀行 500

㈱三井住友銀行 433

その他 2,279

合計 5,253

借入先 金額(百万円)

中央三井信託銀行㈱ 1,060

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 1,056

㈱滋賀銀行 780

㈱三井住友銀行 766

㈱りそな銀行 675

その他 3,355

合計 7,693



(3) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

  



第６ 【提出会社の株式事務の概要】 

(注) 決算公告については、当社ホームページ上に貸借対照表及び損益計算書を掲載しております。 

(ホームページアドレス http://www.ohsho.co.jp) 

なお、会社法施行後においては、会社法第440条第４項の規定により決算公告は行いません。 

  

  

決算期 ３月31日

定時株主総会 ６月中 

基準日 ３月31日

株券の種類 100株券、1,000株券、10,000株券、100,000株券

中間配当基準日 ９月30日

１単元の株式数 100株 

株式の名義書換え   

  取扱場所 
東京都港区芝三丁目33番１号
中央三井信託銀行株式会社 本店 

  株主名簿管理人 
東京都港区芝三丁目33番１号
中央三井信託銀行株式会社 

  取次所 
中央三井信託銀行株式会社 全国各支店
日本証券代行株式会社 本店及び全国各支店 

  名義書換手数料 無料 

  新券交付手数料 株券１枚につき100円に印紙税相当額を加算した額

単元未満株式の買取り   

  取扱場所 
東京都港区芝三丁目33番１号
中央三井信託銀行株式会社 本店 

  株主名簿管理人 
東京都港区芝三丁目33番１号
中央三井信託銀行株式会社 

  取次所 
中央三井信託銀行株式会社 全国各支店
日本証券代行株式会社 本店及び全国各支店 

  買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法 日本経済新聞(注) 

株主に対する特典 

毎年３月31日現在の株主名簿及び実質株主名簿に記載又は記録された株主を対象に年
１回優待食事券(500円券)を贈呈する。 
保有株式数100株以上500株未満で 優待食事券(500円券)を４枚 
保有株式数500株以上1,000株未満で 優待食事券(500円券)を10枚 
保有株式数1,000株以上で 優待食事券(500円券)を20枚 



第７ 【提出会社の参考情報】 

１ 【提出会社の親会社等の情報】 

当社には親会社等はありません。 

  

２ 【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

  

  

(1) 
  

有価証券報告書 
及びその添付書類 

事業年度 
(第31期) 

自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

  
平成17年６月29日 
関東財務局長に提出。 

  
(2) 

  
臨時報告書 

  
企業内容等の開示に関する内閣府令
第19条第２項第４号(主要株主の異
動)に基づく臨時報告書であります。 

    
平成17年６月１日 
関東財務局長に提出。 

      
企業内容等の開示に関する内閣府令
第19条第２項第４号(主要株主の異
動)に基づく臨時報告書であります。 

    
平成18年５月24日 
関東財務局長に提出。 

      
企業内容等の開示に関する内閣府令
第19条第２項第４号(主要株主の異
動)に基づく臨時報告書であります。 

    
平成18年６月27日 
関東財務局長に提出。 

  
(3) 

  
自己株券買付状況報告書 

      

  

   平成17年４月11日、平成17年５月11日、平成17年６月14日、平成17年７月12日、 
   平成17年12月９日、平成17年12月12日、平成18年１月10日、平成18年２月10日、 
   平成18年３月10日、平成18年４月10日、平成18年５月10日、平成18年６月12日、 
   関東財務局長に提出。 

(4) 半期報告書 (第32期中) 
  
自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日 

  
 
平成17年12月26日 
関東財務局長に提出。 



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 

  



  
独立監査人の監査報告書 

  

株式会社 王将フードサービス 

  

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社王将フードサービスの平成16年４月１日から平成17年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結

貸借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を

行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見

を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全

体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株

式会社王将フードサービス及び連結子会社の平成17年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年

度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

 連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、会社及び連結子会社は当連結会計年度から

固定資産の減損に係る会計基準を適用しているため、この会計基準により連結財務諸表を作成している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 
  

平成17年６月29日

取締役会 御中 

監査法人 トーマツ   

指定社員 
業務執行社員

  公認会計士  安  藤  泰  蔵  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

  公認会計士  山  田  美  樹  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

  公認会計士  尾  仲  伸  之  ㊞ 

  
※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保管

しております。 



  
独立監査人の監査報告書 

  

株式会社 王将フードサービス 

  

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社王将フードサービスの平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結

貸借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を

行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見

を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全

体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株

式会社王将フードサービス及び連結子会社の平成18年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年

度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

重要な後発事象に記載されているとおり、会社は自己株式を取得した。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 
  

平成18年６月29日

取締役会 御中 

監査法人 トーマツ   

指定社員 
業務執行社員

  公認会計士  安  藤  泰  蔵  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

  公認会計士  山  田  美  樹  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

  公認会計士  尾  仲  伸  之  ㊞ 

  
※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保管

しております。 



  
独立監査人の監査報告書 

  

株式会社 王将フードサービス 

  

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社王将フードサービスの平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第31期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対

照表、損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、

当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会

社王将フードサービスの平成17年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重

要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

 会計方針の変更に記載のとおり、会社は当事業年度から固定資産の減損に係る会計基準を適用しているため、この会

計基準により財務諸表を作成している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 
  

平成17年６月29日

取締役会 御中 

監査法人 トーマツ   

指定社員 
業務執行社員

  公認会計士  安  藤  泰  蔵  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

  公認会計士  山  田  美  樹  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

  公認会計士  尾  仲  伸  之  ㊞ 

  
※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保管

しております。 



  
独立監査人の監査報告書 

  

株式会社 王将フードサービス 

  

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社王将フードサービスの平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第32期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対

照表、損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、

当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会

社王将フードサービスの平成18年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての

重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

重要な後発事象に記載されているとおり、会社は自己株式を取得した。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 
  

平成18年６月29日

取締役会 御中 

監査法人 トーマツ   

指定社員 
業務執行社員

  公認会計士  安  藤  泰  蔵  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

  公認会計士  山  田  美  樹  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

  公認会計士  尾  仲  伸  之  ㊞ 

  
※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保管

しております。 
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